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支えあい ともに暮らす いきいき岡崎 

 

 

 本市は、平成 17年度を初年度とする「第２次岡崎市障がい者基本計画」を策定し、

「ノーマライゼーション」「リハビリテーション」の理念のもと、障がい者施策を総

合的・計画的に推進してまいりました。 

平成 18年４月、国は障害者自立支援法を施行し、それぞれの障がいに合った地域

での自立と就労支援にサービス提供をしています。日々刻々と、障がい者のニーズも

多様化しております。こうした状況に、本市としても迅速・的確に対応し、市民の皆

様とまちづくりを進めていくため、基本計画を見直しし、新たに策定することが求め

られました。 

これまでの障がい者施策の成果を受け継ぎつつ、新たな施策を展開するために、長

期的・総合的な指針として「第３次障がい者基本計画」を、このたび策定しました。

前計画の「ノーマライゼーション」「リハビリテーション」に「インクルージョン」

を加えた３つの基本理念のもと、「支えあい ともに暮らす いきいき岡崎」を合言

葉に、誰もが住みやすい、住んでいて良かったと思えるまちづくりに向け、市民ニー

ズを反映した市民主導型市政で、より一層進めてまいります。具体的には、障がいの

ある方が地域の皆様と一緒に住み慣れたまちで自立しながら、地域社会への積極的な

参加と人間らしく普通に生活する環境を、順次整えていく所存であります。どうぞ、

今後ともお力添えをお願いいたします。 

終わりに、この計画の策定にあたりまして、貴重なご意見をいただいた「岡崎市障

がい者基本計画改定及び岡崎市障がい福祉計画策定委員会」の委員の皆様をはじめ、

障がい者団体、関係者の皆様に厚くお礼を申し上げます。 

 

平成 21年３月 

岡崎市長 柴田紘一 
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第１章 計画策定にあたって 
 

第１節 計画策定の目的 
障がいのある人もない人も、ともに、地域でいきいきと安心して暮らせるまちを創っ

ていくことは、市民みんなの願いです。 

本市では、平成11年３月に岡崎市障がい者基本計画を、平成17年３月に第２次岡崎

市障がい者基本計画を策定し、リハビリテーションとノーマライゼーションの理念のも

と、障がい者施策を総合的・計画的に推進してきました。また、平成19年３月には、

障害者自立支援法に基づく第１期岡崎市障がい福祉計画を策定し、障がい福祉サービ

ス・地域生活支援事業（相談支援事業等）を必要とする市民が適切にサービスを受け、

安心して地域で暮らしていけるよう努めてきました。こうした計画に基づく施策展開は、

本市の障がい者の日々の生活において、大きな支えとなってきたと思われます。 

しかし、障がい者は、年齢・障がいの重さ・障がいの種類・生活状況などが様々であ

り、一人ひとりが日々の生活の場面で多種多様な支援ニーズを持っています。国・県そ

して本市の障がい者施策は、こうしたニーズに、まだまだ十分対応したものになってい

るとはいえません。 

そのため、本市におけるこれまでの障がい者施策の成果を受け継ぎつつ、ニーズの多

様化や法制度の改正などに迅速・的確に対応し、誰もが地域でいきいきと安心して暮ら

せるまちづくりを進めていく基本的方向を明らかにするために、第３次岡崎市障がい者

基本計画を策定します。 

 

第２節 計画の位置づけと期間 
本計画は、障害者基本法第９条第３項に基づく「市町村障がい者計画」として、平成

21～26年度における本市の障がい者施策の基本的方向を総合的・体系的に定めます。

障害者自立支援法第88条に基づく岡崎市障がい福祉計画（第２期：平成21～23年度、

第３期：平成24～26年度）は、本計画の関連部分との整合を図りながら、別に策定し

ます。 

また、本計画は、本市の最上位計画である「第６次岡崎市総合計画」を具現化するた

めの部門別計画と位置づけられるとともに、上位・関連計画として、内閣府の「障がい

者基本計画」や「重点施策実施５か年計画」、愛知県の「21世紀あいち福祉ビジョン」

や「第３期実施計画」等があることから、これらの計画との整合・調整を図りながら策

定しています。 
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～15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度～

障害者基本計画

重点施策実施５か年計画

21世紀あいち福祉ビジョン 13年度から

実施計画

総合計画基本構想 改定 32年度まで

総合計画基本計画

障がい者基本計画

障がい福祉計画

↑ 
額田町合併

岡
崎
市

愛
知
県

内
閣
府

６次総５次総

第３次第２次第１次

第１期 第２期 第３期

第２期
第３期第１期 第４期

障がい者基本計画と障がい福祉計画の関係 

  

計画の期間 
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身体障がい者 
手帳保持者 

療育手帳保持者・愛
知県西三河福祉相談
センターで知的障が
いと判定された方 

手帳未取得・福祉制度未利用
の潜在的な障がい者 

手帳未取得の「てん
かんや発達障がい、
難病等」の方 

精神障がい者保健福祉手
帳保持者・自立支援医療
（精神通院医療）利用者 

障
が
い
福
祉
計
画
の
対
象
者 

障がいのない人 

障
が
い
者
基
本
計
画
の
対
象
者 

重複障がい者 

第３節 計画の対象者 
「障がい者基本計画」は、障がい者だけでなく、すべての市民を対象とした、すべて

の市民のための計画です。 

「障がい者」という言葉の範囲は、障害者基本法第２条では「身体障害、知的障害又

は精神障害があるため、継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける方」とさ

れていますが、障害者基本法は、平成５年の制定時に国会の附帯決議で、「てんかんや

発達障害、難病などに起因する障害のある方」も対象とすることが明示されており、こ

れらの方も「障がい者基本計画」の「障がい者」とします。 

一方、「障がい福祉計画」は、自立支援給付・地域生活支援事業を受ける方を対象と

します。「身体障がい者手帳保持者」、「療育手帳保持者」、「療育手帳を持っていないも

のの愛知県西三河福祉相談センターで知的障がいと判定された方」、「精神障がい者保

健福祉手帳保持者」、「精神障がい者保健福祉手帳を持っていない自立支援医療（精神通

院医療）利用者」が該当します。 

計画の対象者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第４節 障がい者施策と介護保険制度との関係 
障がい者施策と介護保険制度は、類似したサービスが多くあります。共通するサービ

スについては、65歳以上の高齢の障がい者や、特定疾病（脳血管疾患など）に起因す

る40歳以上～65歳未満の障がい者に対しては、介護保険制度が優先され、サービスが

異なるものについては障がい者施策で実施されます。 
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第５節 岡崎市の障がい者施策の歩み 
岡崎市における障がい者施策は、明治期の佐竹政次郎氏による盲聾児教育の歴史には

じまります。その後、終戦直後からの生活保護施策、孤児施策等と相まった愛恵協会、

米山寮などの活動、昭和30年代後半からの藤花荘や岡崎養護学校、愛知県立第二青い

鳥学園などの設置、昭和52年の愛知県藤川寮、昭和55年の岡崎市福祉の村の設置など

により、基礎的な基盤が整えられていきました。 

さらに平成に入り、国の在宅重視の理念のもと、ホームヘルプ、ショートスティをは

じめとする在宅福祉サービスの実施主体が都道府県から市町村へ移管され、サービス提

供のあり方も行政による措置制度から利用者と事業者との契約制度へと順次移行しま

した。岡崎市においても、行政や社会福祉法人に加え、当事者団体やＮＰＯ法人、株式

会社・有限会社など、多様な事業主体による在宅福祉サービスの提供が進み、住民と行

政の協働のもと、障がい者が地域で安心して暮らせる環境づくりの歩みを着実に進めて

きたといえます。 

現在、長期入院者・入所者の地域生活への移行や、就労の促進、増え続ける発達障が

い者への対応などが強く求められる中で、これらの取り組みは、障がい者の多種多様な

支援ニーズに対して、まだまだ十分ではありません。 

また、これらの取り組みの多くは、当事者や家族、ボランティア等の慈善的な活動に

より成り立っている一方で、国・県からの経済的支援の縮小、福祉専門職の人材不足、

古くからある施設の老朽化・狭隘化など、様々な課題が顕在化しています。 

法制度もめまぐるしく変わる中で、将来にわたって障がい者が岡崎市で住み続けられ

るよう、障がい者支援の拡充を図っていくことが重要といえます。 

 

岡崎市の障がい者施策の歩み 

時 期 概 要 備 考 

明治36年 盲人佐竹政次郎氏が康生で、民家を借り、盲生３

名・聾生３名に授業を開始。 

昭和22～23年に愛知県立盲学

校・聾学校となる。 

昭和22 年

頃～ 

愛恵協会が生活保護者対策として宿所提供開始。 昭和26年財団法人認可。昭和27年

社会福祉法人（組織変更）認可。昭

和57年に身体障害者授産所を、昭

和59年に精神障害者作業所を開

設。平成８年宿泊訓練開始。平成

10年にグループホームを開設。 

昭和23年 岡崎市公共福祉協会が創設。 昭和26年岡崎市社会福祉協議会と

して設立。 

有
志
に
よ
る
先
駆
的
取
り
組
み
の
時
代 

 
 

（
明
治
期
〜
昭
和
２
０
年
代
） 

昭和25年 ヘレンケラーの講演に感銘を受けた米山起努子

氏が私財を投じ、盲聾唖児施設米山寮を開設。 

昭和29年、社会福祉法人認可。 

 昭和33年 社会福祉法人愛知玉葉会が知的障害者入所更生

施設藤花荘を開設。 

平成11年に第二藤花荘を、平成19

年にサンワーク藤川を開設。 
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時 期 概 要 備 考 

昭和38年 愛知県立岡崎養護学校開校。  

昭和39年 愛知県立第二青い鳥学園開園。社会福祉法人愛知

県厚生事業団が受託運営。 

昭和59年に愛知県立心身障害児療

育センター第二青い鳥学園に名称

変更。 

昭和42年 愛知教育大学附属養護学校開校。 昭和37年開設の愛知学芸大学附属

岡崎小学校特殊学級が前身。 

昭和44年 岡崎市心身障がい者福祉扶助料支給が開始。  

昭和48年 岡崎市心身障がい者医療費助成が開始。  

昭和52年 社会福祉法人愛知県厚生事業団が知的障害者入

所更生施設藤川寮を開設。 

 

公
に
よ
る
福
祉
基
盤
が
大
幅
に
整
え
ら
れ
た
時
代 

 

（
昭
和
３
０
年
代
〜
５
０
年
代
半
ば
） 

昭和55年 岡崎市福祉の村が開設。 

（若葉学園、友愛の家、希望の家） 

昭和59年にめばえの家、昭和61年

にそだちの家、平成３年にのぞみの

家、平成９年にみのりの家、平成

13年ににじの家がそれぞれ開設。 

昭和58年 国際障害者年（昭和56年）の取り組みをきっか

けに車いすセンター岡崎支部が発足。 

平成８年に自立生活センターぴあ

はうすに発展。平成13年ＮＰＯ法

人認可。 

昭和60年 知的障がい者の母親により、生活教室を開始。

（あおい） 

平成元年「ホームワーク板屋」とし

て発足。平成６年作業所を開設。平

成14年社会福祉法人認可。 

平成２年 岡崎市･幸田町･額田町住民が岡崎地域精神障害

者家族会（せきれい会）を設立。 

平成７年から作業所を運営（平成

10年認可）。平成16年社会福祉法

人認可。 

平成２年 福祉八法改正により在宅重視の理念のもと身体

障がい者ホームヘルプ等の在宅福祉サービスが

県から市に移管。 

以降、順次移管メニューが拡大。 

平成３年 額田町に社会福祉法人竜城福祉会の知的障害者

入所更生施設額田の村が開設。 

平成2年社会福祉法人認可。 

平成８年 3歳児健康診査業務が県から市に移管。 乳幼児健診や訪問指導から療育へ

つなぐ一環した体制が強化。 

地
域
で
の
自
立
生
活
の
た
め
の
基
盤
が
拡
充
さ
れ
た
時
代 

 
 
 
 

（
昭
和
５
０
年
代
後
半
〜
平
成
１
１
年
） 

平成11年 社会福祉法人愛恵協会の「通勤寮こいざわ・援護

寮あい」が開所。 

 

平成12年 介護保険法施行。社会福祉事業法から社会福祉法

への改正（平成15年施行の措置制度の利用制度

への変更など） 

以降、岡崎市においても、多様な事

業主体の参入が進む。 

平成14年 精神保健事務が県から市に移管。  

平成15年 岡崎市が中核市指定を受け、保健所事務を県から

移譲。 

 

平成15年 身体・知的・児童に支援費制度導入。  

平成16年 平成18年４月の学校教育法改正に先立ち、特別

支援教育を先行実施。 

 

平成18年 ４月から障害者自立支援法施行。 一部は平成18年10月から施行。 

平成19年 西三河障害者就業・生活支援センター「輪輪（り

んりん）」が開所。 

 

支
援
メ
ニ
ュ
ー
や
事
業
主
体
の
多
様
化
、
支
援
の
質

の
向
上
が
図
ら
れ
た
時
代
（
平
成
１
２
年
以
降
） 

平成20年 ３月に岡崎げんき館開設。 保健所移設。 
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第６節 法制度の動向 
 

１ 障害者基本法 
障がい者への総合的な施策を法的に定めるものが「障害者基本法」です。障害者基本

法は、昭和45年に制定された「心身障害者対策基本法」が平成５年に大幅に改正され

てできたもので、障がい者の「自立と社会参加」の理念が打ち出されるとともに、精神

障がい者が医療の対象としての「患者」から、福祉の施策の対象である「障がい者」と

してはじめて位置づけられました。 

また、平成１６年にも一部改正され、国や地方公共団体の責務として「障がい者の権

利の擁護」、「障がい者に対する差別の防止」、「障がい者の自立及び社会参加の支援」等

が明記されました。 

関連法公布の流れ 

 

２ 障害者自立支援法 
平成18年４月、障がい者の地域生活と就労を進め、自立を支援するための法律とし

て、障害者自立支援法が施行されました。 

これは、「障害者基本法」を上位法に、「身体障害者福祉法」、「知的障害者福祉法」、

「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（精神保健福祉法）」、「児童福祉法（一部）」

という４つの個別法のうち、障がい者の福祉サービスを一元化し、障がい保健福祉の総

合化や自立支援型システムへの転換、制度の持続可能性の確保をめざすものです。 

サービス提供水準の地域格差、精神障がい者が対象外であったことなど、支援費制度

の問題点の解消をめざしてできたものですが、障がい程度区分や支給限度額制度による

利用制限や、応益負担などのしくみに国民の反発が強く、抜本的見直しが検討されてい

ます。 

昭和20
～39年

昭和40
～59年

昭和60
～平成５年

平成６
～15年

平成16
～20年

備考

① 心身障害者対策基本法 45年

② 障害者基本法 ５年 ①が発展

③ 障害者自立支援法 17年
④⑤⑥⑦のサービス給付
部分が移行

④ 身体障害者福祉法 24年

⑤ 知的障害者福祉法 35年

⑥ 児童福祉法 22年

⑦ 精神保健福祉法 25年

⑧ 社会福祉事業法 26年

⑨ 社会福祉法 12年
⑧が発展。支援費制度、
契約制度の根拠

⑩ 発達障害者支援法 16年

⑪ 学校教育法 22年
18年より特別支援教育の
規定を追加

⑫
障害者の雇用の促進に
関する法律

35年

⑬ ハートビル法 ６年

高齢者、身体障害者等が
円滑に利用できる特定建
築物の建築の促進に関す
る法律

⑭ バリアフリー新法 　18年
高齢者、障害者等の移動
等の円滑化の促進に関す
る法律

基本法

その他の主
な個別法

福祉分野の
個別法
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障害者基本法と障害者自立支援法の関係 

障害者基本法 

（障がい者の自立と社会参加を支援する基本理念や基本的事項を規定） 

障害者自立支援法 

（障がい種別にかかわりのない共通の給付等に関する事項を規定） 

身体障害者福祉法 知的障害者福祉法 精神保健福祉法 児童福祉法 

・身体障がい者の定義 

・福祉の措置  等 

  

・福祉の措置  等 

・精神障がい者の定義 

・措置入院等 等 

・児童の定義 

・福祉の措置 等 

 

３ その他の法令 
その他の法令の近年の動向は、次の通りです。 

平成16年には、広汎性発達障がい、学習障がい（ＬＤ）、注意欠陥多動性障がい（Ａ

ＤＨＤ）などの発達障がいのある人とその家族への支援体制を定めた「発達障害者支援

法」が成立し、平成17年４月より施行されました。 

平成17年には、「障害者の雇用の促進等に関する法律」が改正され、平成18年度以

降における「障がい者法定雇用率」の算定対象として、精神障がい者保健福祉手帳を所

持する精神障がい者も加えられることになりました。 

平成18年には、「学校教育法」等が改正され、平成19年度よりそれまでの盲・聾・

養護学校を「特別支援学校」として制度的に統合するとともに、小・中学校・高等学校

等における特殊学級についても「特別支援学級」と呼称を改め、法律上で明確に位置づ

けられることになりました。 

また同年には、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」が成立し、

建築物や公共交通機関のバリアフリー化、生活環境の整備を進めることとなりました。 

そのほか、平成18年12月に、国連総会において「障害者の権利に関する条約」が採

択され、わが国も平成19年９月に署名しました。同条約は、障がい者の固有の尊厳、

個人の自律及び自立、差別されないこと、社会への参加等を一般原則として規定し、様々

な分野において障がい者の権利を保護・促進する規定を設けており、平成20年５月に

批准国が20か国に達して発効しました。今後は障がい者の人権及び基本的自由の完全

な実現に向けた法制化と条約への早期批准が課題となっています。 
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人

328 332 336 340 344 348 352 356

3,852 3,871 3,890 3,909 3,928 3,948 3,968 3,988

6,321 6,618 6,929 7,255 7,596 7,953 8,327 8,718

13,062
12,647

12,249
11,86811,50411,155

10,821
10,501

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

19年度末 20年度末 21年度末 22年度末 23年度末 24年度末 25年度末 26年度末

65歳以上

18～64歳

18歳未満

人

617 642 668 696 725 755 786 818

1,223 1,278 1,336 1,396 1,459 1,525
1,594

1,666

98
107

117
128

140
153

167
182

2,666
2,547

2,433
2,324

2,220
2,121

2,027
1,938

0

1,000

2,000

3,000

19年度末 20年度末 21年度末 22年度末 23年度末 24年度末 25年度末 26年度末

65歳以上

18～64歳

18歳未満

第２章  市の障がい者をとりまく現状 
 

第１節 障がい者数 

平成19年度末の障がい者手帳保持者数は、身体障がい者手帳保持者が10,501人（人

口の2.68％）、療育手帳保持者が1,938人（同0.49％）、精神保健福祉手帳保持者が

1,502人（同0.38％）です。 

過去の推移に基づき、平成26年度末時点の人数を推計すると、身体障がい者手帳保

持者は13,062人、療育手帳保持者は2,666人、精神保健福祉手帳保持者は2,298人

となります（複数の手帳を持っている方はそれぞれで計上）。 

 

身体障がい者手帳保持者の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

療育手帳保持者の推移と推計 
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0.69%

1.36%

10.50%

2.68%

1.29%

0.43%

0.16%

0.49%

0.00%

0.44%

0.43%

0.38%

0.62%

1.57%

11.22%

3.36%

1.42%

0.66%

0.23%

0.68%

0.00%

0.73%

0.58%

0.59%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12%

身体18歳未満

身体18～64歳

身体65歳以上

身体合計

知的18歳未満

知的18～64歳

知的65歳以上

知的合計

精神18歳未満

精神18～64歳

精神65歳以上

精神合計

19年度末

26年度末

人

2 2 2 2 2 2 2 2

1,243 1,316 1,393 1,474 1,560 1,651 1,747 1,849

257
278

301
326

353
382

413
447

2,298
2,162

2,035
1,915

1,802
1,696

1,596
1,502

0

1,000

2,000

3,000

19年度末 20年度末 21年度末 22年度末 23年度末 24年度末 25年度末 26年度末

65歳以上

18～64歳

18歳未満

精神障がい者保健福祉手帳保持者の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔参考〕人口に占める手帳保持者の割合 
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第２節 障がい者施策に関するニーズ 

１ ニーズ調査の方法 
 

障がい者施策に関するニーズ等を把握するために、平成20年７～８月に実施したア

ンケート調査、ヒアリング調査をとりまとめた内容は以下の通りです。各分野ごとに、

こうしたニーズをふまえた施策を推進していくことが求められます。 

 

アンケートの配布・回収数 

障がい者 

  
  

身
体
障
が
い
者 

知
的
障
が
い
者 

精
神
障
が
い
者 

難
病
患
者 

合
計 

一
般
市
民 

事
業
所 

障がい福祉サービス利用者 212 946 95 21 1,274 

それ以外 345 66 119 70 600 配布数 

合計 557 1,012 214 91 1,874 500 49

回収数   314 589 116 39 1,058 159 38

回収率   56.4% 58.2%54.2%42.9% 56.5%31.8%77.6%

 

ヒアリング調査の対象 

区 分 対 象 （順不同） 

関係機関・サービ

ス事業所運営法

人 

◇ハローワーク岡崎（岡崎公共職業安定所） 

◇県立岡崎養護学校 

◇県立心身障害児療育センター 第二青い鳥学園 

◇社会福祉法人愛恵協会  

◇社会福祉法人竜城会 

◇社会福祉法人愛知玉葉会  

◇社会福祉法人せきれい  

◇ＮＰＯ法人岡崎自立生活センター ぴあはうす 

障がい者団体等 ◇手をつなぐ育成会 

◇肢体不自由児・者 父母の会 

◇岡崎視覚障がい者福祉協会 

◇岡崎地域精神障がい者家族会 

◇岡崎市難聴・中途失聴者の会 

◇岡崎市聴覚障がい者福祉協会 

◇点訳 木曜会 【点字・点訳】 

◇岡崎 ひとみ会 【盲人ガイド】 

◇手話サークル はぐるま 【手話】 

◇ＯＨＰおかざき 【要約筆記】 
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２ ニーズ調査結果の概要 
 

１ 障がい者施策全体について 

障がい者アンケートにおいて、市の障がい者施策への満足度をたずねたところ、「満

足」「ある程度満足」という回答はあわせて３割前後という結果になりました。 

市の障がい者施策全体の底上げを図り、満足度を上げていくことが求められます。 

 

市の障がい者施策への満足度 

資料：「岡崎市障がい者福祉に関するアンケート調査（平成20年７～８月）」（回答者数 身体障がい者＝314人、知的障が

い者＝589人、精神障がい者＝116人、難病患者＝39人） 

 

 

２ 啓発・広報について 

啓発・広報については、市民アンケートにおいて、障がい者福祉に関心がある市民は

８割近くに、障がい者福祉を学びたい市民も３割にのぼる一方で、ボランティアなどの

活動を実際に行いたいという市民は１割程度という結果を得ました。また、障がい者ア

ンケートでは、「ここ数年の間に差別や偏見、疎外感を感じたことのある」という回答

は４割にのぼりました。 

こうした現状を受け、差別等をなくし、市民が自分ができることを考え、行動してい

くために、更なる啓発・広報が課題と思われます。 

 

３ 生活支援(福祉)について 

生活支援(福祉)については、障がい者アンケートにおいて、障害者自立支援法のサー

ビスやその他の生活支援サービスに関して、多くのサービスで現状より高い利用希望が

みられました。 

 

 

6%

5%

21%

8%

29%

20%

28%

26%

11%

21%

8%

16%

28%

12%

25%

18%

18%

39%

12%

8%

14%

3%18% 8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障がい者

知的障がい者

精神障がい者

難病患者

満足 ある程度満足 やや不満 不満 わからない 無回答
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倍

1.7

3.8

1.5

2.3

1.5

10.0

1.1

3.5

2.4

1.4

1.2

1.8

3.8

3.3

4.0

1.5

0 5 10 15 20

１．ホームヘルパー

２．外出時の介助等

３．コミュニケーションの支援

４．補装具や日常生活用具

５．保健師などによる訪問

６．ショートステイや日中一時支援

７．自立した生活や働くための訓練

８．作業所

９．グループホームやケアホーム

10．入所施設

11．特別障がい者手当などの支給

12．医療費の助成

13．住宅改修の助成

14．相談支援事業

15．日常生活自立支援事業

16．成年後見制度
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15．日常生活自立支援事業

16．成年後見制度
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７．自立した生活や働くための訓練

８．作業所

９．グループホームやケアホーム

10．入所施設

11．特別障がい者手当などの支給
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15．日常生活自立支援事業

16．成年後見制度

精神障がい者
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８．作業所
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12．医療費の助成

13．住宅改修の助成

14．相談支援事業

15．日常生活自立支援事業

16．成年後見制度

難病患者

生活支援サービスの利用希望の伸び率（利用希望人数÷利用人数） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「岡崎市障がい者福祉に関するアンケート調査（平成20年７～８月）」（回答者数 身体障がい者＝314人、知的障が

い者＝589人、精神障がい者＝116人、難病患者＝39人） 
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42%

40%
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29%

26%

21%

11%

61%

0% 20% 40% 60% 80%

職員募集に対して
応募が少ない

報酬や補助金・交付金が減少
し、経営（運営）が厳しい

職員が定着しない

事務量が増え、ケアに充て
られる時間が減少した 

職員のスキルアップのしくみ
が確立していない

施設の改築費用・建て替え・
移転費用を捻出できない

利用者にとってふさわしい
サービスが提供できない

感染症対策、介護事故
など、リスクマネジメントが
徹底できていない

事業所運営上の課題（上位８位まで表記） 

また、事業所アンケートによると、

「職員募集に対して応募が少ない」、

「報酬や補助金・交付金が減少し、

経営（運営）が厳しい」などの割合

が高く、人材確保や経営（運営）環

境の改善がサービス提供上の課題と

して浮かび上がりました。 

こうした現状や、障がい者のニー

ズの拡大を受け、生活支援（福祉）

サービスの提供体制の確保を図って

いくことが求められます。 

 

 
資料：「岡崎市障がい者福祉に関するアンケート調査（平

成20年７～８月）」（回答事業所数＝38） 

 

４ 生活環境について 

生活環境については、障がい者アンケートにおいて、「災害時に頼りにできる人がい

ない」障がい者が６％に、うち精神障がい者では11％にのぼるなど、災害時要援護者

支援のニーズが浮かび上がりました。また、「移動しやすい交通機関や道路への改善」

を望む声が、身体障がい者や難病患者の４割から、知的障がい者や精神障がい者を含め

ても３割からあがっていることから、外出しやすいまちづくりに一層努めていくことが

求められます。 

 

５ 療育・教育・育成について 

療育・教育・育成については、障がい者アンケートにおいて、６～７割の保護者が学

校や幼稚園・保育園への通園・通学時の悩みを持っており、具体的には「先生の障がい

に対する知識・経験・理解の不十分さ」や「設備、移動手段の不十分さ」などがあげら

れていました。 

また、「さらに上の学校などで勉強を続けたい」、「一般の会社やお店などで働きた

い」などの多様な進路希望がみられます。 

こうした現状を受け、教育や保育、療育の現場では、可能な限り本人や保護者の希望

を尊重したきめ細かな対応に努めていくことが求められます。 
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６ 雇用・就業について 

雇用・就業については、障がい者アンケートにおいて、現在何らかの就業をしている

障がい者が約４割なのに対し、就業中の方も含め、今後働きたい、働き続けたいという

障がい者は回答者の約７割にのぼりました。 

また、就業に関して、「給料・工賃が少ない」、「障がいのある人の就労に理解が乏し

い」といった不満が多く寄せられました。 

関係機関・サービス事業所や障がい者団体へのヒアリングにおいても、企業等の理解

の促進、精神障がい者・発達障がい者の就労への支援の充実などを望む意見が多く聞か

れました。 

市、企業、福祉事業所等が連携しながら、障がい者がいきいきと働ける環境づくりに

一層努める必要があります。 

 

７ 保健・医療・療育について 

保健・医療・療育については、障がい者アンケートにおいて、「障がいに理解や経験

のある医療従事者が少ない」、「症状を伝えにくい、説明がわからない」など、医療面で

の障がい者への十分な配慮を望む声が寄せられたほか、関係機関・サービス事業所や障

がい者団体等へのヒアリングにおいては、療育機能の充実を望む意見が多数聞かれまし

た。 

こうした現状を受け、市役所・保健所や岡崎市医師会、岡崎市福祉の村、愛知県心身

障害児療育センター青い鳥学園など、関係機関が連携しながら、利用者本位の保健・医

療・療育を提供していくことが求められます。 

 

８ スポーツ・文化・まちづくり 

スポーツ・文化・まちづくりなど社会参加については、障がい者アンケートにおいて、

「参加を支援するボランティアなどの育成」や「魅力的な行事や活動の充実」を望む声

が多く寄せられました。 

市民や関係団体等と連携しながら、障がい者が多様な活動に積極的に参画できるまち

づくりに一層努める必要があります。 
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第３章  計画の基本的方向 
 

第１節 基本理念・基本目標 
 

１ 岡崎市のまちづくりの方向性  
本市の最上位計画である第６次総合計画は、将来都市像として、 

『人・水・緑が輝く 活気に満ちた 美しい都市 岡崎』 

を、保健・医療・福祉分野では 

『健やかに安心して暮らせるまちづくり』 

をめざしています。 

障がい者福祉においては、 

『障がい者が生きがいを持ち、安心して暮らしている都市』 

をめざし、 

『障がい者が地域社会の構成員として、生きがいをもって暮らしていくため、 

自立した生活と積極的な活動を支援し、ノーマライゼーションを推進』 

していきます。 

 

２ 前計画における基本目標・基本理念  
第２次岡崎市障がい者基本計画は、 

『生きるよろこびでいっぱいのわがまち・おかざき』 

を基本目標に掲げてきました。 

これは、市民全体に対しては、 

『障がいのあるなしにかかわらず、誰もが「おかざきに住んでよかった」と心から

思えるまち』 

という意味を持ち、障がい者に対しては、 

『心の豊かさとゆとりを重視しながら、社会参加と自立した生活を実現できるまち』 

という意味を持ちます。 

また、同計画では、基本理念として、 

『ノーマライゼーション』 

（すべての人が自らの障がいの種類や程度にかかわらず、平等に社会の構成員として自立 

した生活や社会活動を営めるようにすることが、本来の望ましい姿であるとする考え方） 

『リハビリテーション』 

（医学・理学的な機能回復のみならず、人間としての尊厳を回復し、生きがいを持って社 

会参加するあり方） 

という２つの概念を施策推進の前提に据えてきました。 
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支えあい ともに暮らす いきいき岡崎 

基 本 目 標 

 
 
 

基 本 理 念 

 

   

健康を 
維持・増進・回復する 

いきいきと働ける 
しくみをつくる 

政 策  

目 標  

ノーマライゼーション インクルージョン リハビリテーション 

３ 本計画の基本理念・基本目標 
 

本計画では、第６次総合計画におけるまちづくりの方向性や、前計画における基本目

標・基本理念をふまえ、本市が市民とともに障がい者施策を推進していく上での前提と

する基本理念（考え方）を『ノーマライゼーション』・『インクルージョン』・『リハビ

リテーション』と、めざしていく基本目標（まちの姿）を、『支えあい（ノーマライゼ

ーション） ともに暮らす（インクルージョン） いきいき岡崎（リハビリテーション）』

とし、それを実現していくために７つの分野ごとの政策目標を掲げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆「支えあい」は、「ノーマライゼーション」の理念のもと、障がいの有無、障がいの重さ・障がいの種類を

問わず、市民一人ひとりが、お互いに人として尊重しあい、日々の絶え間ない啓発活動やボランティア活

動などにより支えあうことを意味します。 

◆「ともに暮らす」は、「インクルージョン」の理念のもと、一人ひとりの個性・能力を生かす保育・教育や

一人ひとりのニーズに応じたきめ細かな生活支援サービスにより、地域でともに育ち、安心して暮らし続

けられることを意味します。 

◆「いきいき岡崎」は、「リハビリテーション」の理念のもと、必要な支援を受けながら、就業、生きがい活

動などに積極的に参加し、社会的役割を担いながらいきいきと活躍することを意味します。 

市民の福祉意識を 
高める 

生活の質を 
維持・増強する 

参画できる 
しくみをつくる 

子どもの力を 
伸ばす 

安全で快適な 
生活空間を確保する 
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第２節 ７つの政策目標 
 

市民一人ひとりが力をあわせ、「支えあい ともに暮らす いきいき岡崎」を築いていく

ため、以下の７つの分野ごとの政策目標に沿った施策を推進します。 

 

１ 市民の福祉意識を高める 
 

啓発・広報 

 

国際障害者年から四半世紀、私たちの岡崎市でも、障がい者福祉に対する

一般的な理解は、徐々に深まってきています。しかし、雇用の場での差別・

偏見や、福祉の仕事をめざす人材の不足など、各論的な課題を解消し、本当

の共生社会を実現するためには、市民一人ひとりの当事者意識の醸成が不可

欠です。障がい者自身の自己啓発も必要です。 

そのため、「いろいろな人たちと力をあわせながら、誰もが安心して豊か

に暮らせる地域を自分たちでつくっていく」という「主体的な福祉観」にあ

ふれ、障がい者が排除されることなく一緒に暮らせる地域をめざし、啓発・

広報活動や福祉教育、交流活動の一層の拡大に努めていきます。 

 

 

２ 生活の質を維持・増強する 
 

生活支援（福祉） 

 

障がい者が住みなれた地域で安心して、いきいきと自立した生活をおくれ

るようにするためには、障がい者一人ひとりが自分の生き方を選び、実践で

きるよう、地域をあげて支援していくことが求められます。また、地域にお

いて障がい者を介護・支援している人の負担軽減を図ることも重要な課題で

す。 

そのため、障がい者の心身の状況やニーズに応じた多様な支援サービスの

展開を促進し、障がい者一人ひとりの生活の質（ＱＯＬ）の向上を図ってい

きます。 

とりわけ障害者自立支援法に基づく生活支援サービスの充実を図るとと

もに、障がい者の自己選択、自己決定を支援するため、相談支援やケアマネ

ジメント、権利擁護の推進に重点的に取り組みます。 
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３ 安全で快適な生活空間を確保する 
 

生活環境 

 

障がい者が、地域で安全に快適に暮らしていくためには、自由にまちの中

を移動できる環境整備や、公共住宅への入居、住居や保証人の紹介支援など

による暮らしやすい住宅の確保や、防災・防犯面での障がい者への配慮など

が欠かせません。 

そのため、段差や出入り口、住宅や店舗などの構造、点字誘導・音声案内・

文字表示案内など、まちの物理的なバリア（障壁）・情報面のバリアを点検・

整備し、意識的バリアがなく障がい者が暮らしやすい・使いやすい生活環境

づくりに努めます。また、災害時要援護者支援制度の充実などにより、一人

ひとりの障がい特性に応じた防災・防犯対策の強化に努めます。 

 

 

４ 子どもの力を伸ばす 
 

療育・教育・育成 

 

障がいのある子どもが地域でともに学び、育つことは、その子の将来の生

活を豊かにするためにとても重要です。 

療育（医療＋育成）はいろいろな障がいのある子どもの精神的・身体的機

能を最大限に伸ばすことを目的とし、内容も始める時期も一人ひとりに合っ

たものが必要であり、早い時期から療育を行うことは重要であり望ましいと

考えられます。 

また、発達障がいなど、教育的ニーズが多様化し、特別支援学校や地域の

学校・幼稚園・保育園での特別支援教育のハード・ソフト両面の充実が課題

となっています。 

そのため、障がいの状況や特性等に応じて、子どもにとって一番よい教育

の場を作り、一人ひとりの個性や可能性を最大限に伸ばせる教育を得られる

よう、教職員や保育士、関係職員の理解と資質・能力等の向上を図るととも

に、施設の改修・増強等を促進していきます。また、社会の一員として主体

的に生活を営む力を育むため、基本的生活習慣の確立に努めるとともに、適

切な相談の実施に努めます。 
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５ いきいきと働けるしくみをつくる 
 

雇用・就業 

 

障がい者が地域でいきいきと働き、活動することは、工賃による経済的な

自立を図るとともに、社会からの孤立や精神的な不安を回避・軽減し、社会

のなかでの役割や生きがいを見出すうえでも重要な意義を持っています。 

そのため、ハローワーク（公共職業安定所）などと連携して民間事業所で

の障がい者雇用の促進・障がい者の就業の拡大を図り、就業の定着の向上に

も努めるとともに、岡崎市自身の障がい者の雇用・業務の発注・授産製品の

ＰＲなどに努めます。 

また、一般企業などへの就職が困難な方への福祉的就労の場の確保・充実

を図るとともに、障がい者就業・生活支援センターなどと連携しながら、障

がい者が就業や通所を安定的に続けていくための生活支援に努めます。 

 

 

 

６ 健康を維持・増進・回復する 
 

保健・医療・療育 

 

健やかで心豊かに暮らすことは、すべての人の願いです。とりわけ疾病や

障がいのある人にとって、それらの影響を軽減したり、健康を維持・増進す

ることは、自分らしく生活するうえでの重要な課題です。また、人生のいず

れの時期に障がいを持っても、必要な時期に適切な治療や指導・情報提供等

が受けられる体制づくりが求められています。 

そのため、障がいの原因の一つとなる疾病等の予防、早期発見・早期療育・

治療を図るとともに、障がい者の心身の健康の維持・増進・回復を図るため、

市役所・保健所、岡崎市民病院、岡崎市福祉の村、愛知県立心身障害児療育

センター第二青い鳥学園、その他各医療機関等が密に連携しながら、ライフ

ステージや心身の状況に応じた保健・医療・医学的リハビリテーションの的

確な提供に努めていきます。 
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７ 参画できるしくみをつくる 
 

スポーツ・文化・まちづくり 

 

スポーツ・レクリエーション活動、文化・芸術活動、まちづくり活動など、

地域社会における多様な場に主体的に参加したり、自ら望む場所へ移動し、

自由に活動を行うことは、生活をより豊かなものにしていくために、大変重

要です。 

そのため、障害者自立支援法による外出支援サービスやコミュニケーショ

ン支援サービスの充実などを通じて、地域で行われる幅広い活動への参加を

促進するとともに、そうした活動を通じて、障がい者一人ひとりの個性や能

力をまちづくりに最大限に生かしていきます。 
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背景 

取り組み方向 

背景 

 

第３節  ３つの重点的な取り組み 
 

本計画では、分野別施策に加え、「岡崎市福祉の村の拠点機能の強化」、「サービスコ

ーディネート力の底上げ」、「災害時要援護者支援体制の強化」の３点を「重点的な取り

組み」と位置づけ、市民、関係機関等と連携しながら、分野横断的な推進を図っていき

ます。 

 

１ 岡崎市福祉の村の拠点機能の強化 ～障がい児･者の総合的拠点へ～ 
 

 

岡崎市福祉の村は、昭和55年の開設以来、本市の身体障がい者、知的障がい者、障

がい児に対する福祉的就労、生活訓練、機能訓練、地域療育などの日中活動の多機能拠

点として、本市障がい者施策の中心的な役割を果たしてきました。しかし、一部施設で、

老朽化や、ニーズの増大に伴う狭隘化が進んでいます。 

 

 

岡崎市福祉の村は、発達障がい児や医療的ケアの必要な重度障がい者の増加、入所・

入院者の地域移行など、今日的な課題に長期的に対応していけるよう、精神障がい者支

援機能を含んだ障がい児・者施設として、機能の再編・抜本的強化を図り、若葉学園・

めばえの家の利用定員枠の見直し、療育支援体制・訓練機能の強化、精神障がい者支援

機能の創設、総合的な相談支援機能の創設、障がい種別に応じたリハビリテーションの

場の強化などを進めていきます。 

特に、近年、増加傾向にある発達障がい児に対しては、相談・医療施設なども視野に

入れて見直し療育支援の体制を整えます。再編・抜本的強化にあたっては、愛知県立心

身障害児療育センター第二青い鳥学園、岡崎市民病院をはじめ、地域医療資源との療

育・医学的リハビリのネットワークの形成をめざします。 

 

２ サービスコーディネート力の底上げ ～当事者同士の支えあいも～ 
 

 

本市には、約15,000人の障がい者がおり、多数の方が障害者自立支援法によるサー

ビスを利用しています。また、数字では現れない手帳未取得・福祉制度未利用の潜在的

な障がい者で、相談にもいけない方が多くいます。 
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取り組み方向 

背景 

取り組み方向 

障がい者が地域で安心して暮らしていくためには、年齢や障がい種別等にかかわらず、

身近なところで、必要なときにいつでも気軽に相談でき、関係機関が連携をとりながら、

必要な支援サービスを最適にコーディネートする体制が重要です。 

 

 

障害者自立支援法上の相談支援事業所を、現在の市内４カ所体制（「社会福祉協議会」、

「愛知県立心身障害児療育センター第二青い鳥学園」、「生活支援センター山中」、「岡

崎自立生活センター ぴあはうす」）から、事業所がない西部、南部、北部地区を含め

た市内７カ所体制に拡充し、市役所、保健所、額田支所とともに、身近な地域で支援サ

ービスに関する相談を受け、適切なケアマネジメントが行える体制づくりを進めます。

相談支援事業を効果的に実施するため、障がい者自立支援協議会、特別支援教育連携協

議会、精神保健福祉ネットワーク会議などの場を通じて、事業者、雇用、教育、医療・

保健等の専門職が随時ケース検討を行うとともに、専門職の各種研修の実施などを通じ

て、コーディネート能力の向上を図っていきます。 

加えて、障がい当事者同士の支えあい、相談の場の確立に努めていきます。 

 

３ 災害時要援護者支援体制の強化 ～日常での地域支援体制の確立～ 
 

 

岡崎に大きな被害をもたらした「平成20年８月末豪雨」により、災害時要援護者支

援の重要性が改めて浮き彫りになりました。本市では、平成19年度から、「地域内での

普段からの見守り」を基調に、地域住民に個人情報を開示することにより、災害時の避

難援護の支援をしてもらうための台帳整備を進め、平成20年７月現在で、12,070人

の対象者中、6,962人が登録を済ませています。 

 

 

民生委員・児童委員、防災防犯協会、学区福祉委員会、福祉避難所協定締結施設と連

携しながら、障がい当事者の参加も含め、地域内での普段からの見守りと災害時要援護

者支援体制の強化を図っていきます。 

登録率の向上や、登録要援護者情報の共有・的確な更新、地域支援者による平常期か

らの見守りネットワークづくりを促進するほか、「平成20年８月末豪雨」の実態を検証

し、緊急通報・避難誘導・安否確認の方法や、避難所での対応・外傷後ストレス障害（Ｐ

ＴＳＤ）対策など災害発生後の福祉・医療ニーズへの対応方法を各地区で検討・確立し

ていきます。 
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崎

 

６ 健康を維持・増進・回復する【保健・医療・療育】 

４ 子どもの力を伸ばす【療育・教育・育成】 

１ 啓発広報活動の推進 
２ 福祉教育の推進 
３ 地域福祉活動の活性化 

１ 乳幼児の適切な保健、療育の確保 
２ 心と体の健康づくりの推進 
３ 地域医療・医学的リハビリテーションの充実 

１ 特別支援教育推進体制の確立 
２ 学校教育の充実 
３ 就学前保育・教育、放課後対策の充実 

１ 一般就労の促進 
２ 行政自身の障がい者雇用対策の強化 
３ 福祉的就労の促進 

１ 日常生活への支援の充実 
２ 日中活動への支援の充実 
３ 居住の場への支援の充実 
４ 相談体制の充実 
５ 円滑なコミュニケーションの支援 
６ 権利擁護の推進 

１ 障がい者にやさしい公共空間の確保 
２ 移動手段の確保 
３ 住宅環境の整備 
４ 生活安全の確保 

１ スポーツ・文化活動の促進 
２ 障がい者団体の活性化と家族支援の強化 
３ まちづくり活動への参画の促進 

第４節  施策の体系 

 

1 市民の福祉意識を高める【啓発・広報】 

５ いきいきと働けるしくみをつくる【雇用・就業】 

２ 生活の質を維持・増強する【生活支援】 

３ 安全で快適な生活空間を確保する【生活環境】 

７ 参画できるしくみをつくる【スポーツ・文化・まちづくり】 

重
点
的
取
り
組
み 

①
岡
崎
市
福
祉
の
村
の
拠
点
機
能
の
強
化 

②
サ
ー
ビ
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コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
力
の
底
上
げ 

③
災
害
時
要
援
護
者
支
援
体
制
の
強
化 
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第５節  具体的な数値目標 
本計画では、７つの政策目標に対し、具体的な数値目標を定めます。 

具体的な数値目標 

政策目標 項 目 
19年度末 

実績値 

23年度末 

目標値 

26年度末 

目標値 
備 考 

 市の障がい者施策への

満足度 
31％ － 40％ 

障がい者アンケー

トから 

１ 市民の福

祉意識を高

める 

差別・偏見・疎外感を

感じた障がい者の割合 41％ － 30％ 
障がい者アンケー

トから 

２ 生活の質

を維持・増

強する 

ホームヘルプ（居宅介

護）の利用延時間 
3,788時間 

（17カ所） 

4,557時間 

（20カ所） 

5,201時間 

（23カ所） 

20年3月実績 

（延時間/月） 

（事業所数） 

 ショートステイ（短期

入所）の利用延日数 
323人日 

（8カ所） 

395人日 

（8カ所） 

451人日 

（8カ所） 

20年3月実績 

（延人日/月） 

（事業所数） 

生活介護の利用延日数 

 ※月利用23日 
1,159人日 

（5カ所） 

8,580人日 

（14カ所） 

9,791人日 

（17カ所） 

20年3月実績 

（人日/月） 

（事業所数） 

 

 旧法通所・入所施

設支援 

※月利用31日 

7,791人日 

（8カ所） 
   

 自立訓練（生活訓練）

の利用延日数 

（宿泊型含む） 

０人日 

（０カ所） 

351人日 

（２カ所） 

401人日 

（２カ所） 

20年3月実績 

（人日/月） 

（事業所数） 

施設入所支援の利用実

人数 
９人 

（０カ所） 

202人 

（４カ所） 

202人 

（4カ所） 

20年3月実績 

（実人/月） 

（事業所数） 

 

 旧法入所施設支援 ２３３人 

（５カ所） 
   

 児童デイサービスの利

用延日数 

703人日 

（1カ所） 

定員30名 

802人日 

（1カ所） 

定員40名 

802人日 

（1カ所） 

定員40名 

20年3月実績 

（人日/月） 

（事業所数） 

 日中一時支援事業の利

用延回数 

（実績は障がい児ﾀｲﾑｹｱ事

業を含む） 

736回 

（17カ所） 

936回 

（23カ所） 

1,068回 

（26カ所） 

20年3月実績 

（人・回/月） 

（事業所数） 

 グループホーム・ケア

ホームの利用実人数 
40人 

（10カ所） 

75人 

（17カ所） 

105人 

（23カ所） 

20年3月実績 

（人/月） 

（カ所数） 

  グループホーム 6人 8人 9人  

  ケアホーム 34人 67人 96人  

 相談支援事業委託事業

所における相談件数 
11,712件 

（4カ所） 

13,967件 

（5カ所） 

15,938件 

（７カ所） 

（件/年） 

（事業所数） 

コミュニケーション支

援事業の利用延回数 
37回 47回 56回 

20年3月実績 

（回/月） 

 手話通訳 33回 39回 45回  

 

 要約筆記 4回 ８回 11回  
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政策目標 項 目 
19年度末 

実績値 

23年度末 

目標値 

26年度末 

目標値 
備 考 

３ 安全で快

適な生活空

間を確保す

る 

移動支援事業の利用延

時間 

 

1,244時間 

（24カ所） 

1,420時間 

（24カ所） 

1,620時間 

（24カ所） 

20年3月実績 

（延時間/月） 

（事業所数） 

 障がい者タクシー料金

助成事業の利用実人数 4,414人 5,264人 6,007人 （人/年） 

 災害時要援護者登録割合 59％ － 65％ 申出数/全対象者数 

４ 子どもの

力を伸ばす 

個別の教育支援計画策

定率 
100％ 

（市管轄の学校

で導入） 

－ 

100％ 

（すべての特別

支援学校・特別支

援学級で導入） 

 

就労移行支援・就労継

続支援の利用延日数 

 

1,294人日 

（6カ所） 

 

 

6,930人日 

（16カ所） 

 

 

7,909人日 

（18カ所） 

 

20年3月実績 

（人日/月） 

（事業所数） 

就労移行支援 51人日 

（1カ所） 

267人日 

（4カ所） 

305人日 

（4カ所） 
 

 

就労継続支援 
1,243人日 

（5カ所） 

6,663人日 

（12カ所） 

7,604人日 

（14カ所） 
 

５ いきいき

と働けるし

くみをつく

る 

 旧法通所・入所

施設支援 

4,303人日 

（8カ所） 
   

 福祉施設から一般就労

への移行人数 
18人 24人 48人 

実績値は平成18年

度からの実数 

６ 健康を維

持・増進・

回復する 

障がい児・者地域療育

等支援事業の療育相談

延件数 

749件 

（1カ所） 

893件 

（1カ所） 

1,019件 

（1カ所） 

（件/年） 

（事業所数） 

 知的障がい児通園施設

数 

1カ所 

定員35人 

 

 

1カ所 

 

基本計画策定 

 

1カ所 

 

32年度まで

に移転新築 

岡崎市福祉の村「わ

かば学園」 

自立支援医療給付費の

利用実人数 3,052人 3,534人 4,008人 

20年3月実績 

 更生医療 398人 475人 542人  

 育成医療 127人 46人 27人  

 

 精神通院医療 2,527人 3,013人 3,439人  

７ 参画でき

るしくみを

つくる 

障がい者団体数 
５団体 

（法人0団体） 
－ 

５団体 

（法人1団体）
 

※（事業所数）は市内の事業所数 
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41%

31%

49%

34%

23%

42%

52%

35%

41%

69%

17%

17%

15%

25%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

身体障がい者

知的障がい者

精神障がい者

難病患者

あ　る な　い 無回答

第４章 分野別施策の展開 
 

第１節 市民の福祉意識を高める【啓発・広報】 
 

１ 啓発広報活動の推進 
 

〔現状と課題〕 

昭和56年の「国際障害者年」とその後の「障害者のための国連10年」を契機とし

て、障がい者福祉についての関心や理解が高まり、ノーマライゼーションの理念も徐々

に普及してきました。 

平成16年には障害者基本法が改正され、基本的理念の規定に「何人も、障害者に対

して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはな

らない」と明記されるなど、障がい者に対する差別の防止と権利の擁護があらためて

明記されました。 

しかし、アンケート調査によると、市内の多くの障がい者が、まだまだ、差別や偏

見を感じることがあると回答しています。 

障がい者への偏見や差別を解消し、正しい理解と認識を深めることができるよう、

多様なメディアを利用した広報と、様々なふれあい機会の拡充の拡大を図ることが求

められます。 

〔参考〕ここ数年の間の差別等を感じたことの有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「岡崎市障がい者福祉に関するアンケート調査（平成20年７～８月）」（回答者数 身体障がい者＝314人、知的障が

い者＝589人、精神障がい者＝116人、難病患者＝39人） 
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〔施策展開の方向〕 

障がい者福祉への理解を深めるために、広報媒体やマスメディア、本などによる間接

的な体験と、障がい者とふれあい、話しあうといった直接的な体験の一層の機会拡大に

努めます。 

 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

広報誌等による啓発活動の

推進 
･市 

市政だよりや各種パンフレット、ホ

ームページなどを活用し、障がい者福

祉についての関心や理解の向上を図り

ます。 

地域メディア・マスメディア

の活用 

･市 

･報道機関等 

岡崎市の障がい者福祉についての情

報が、ＦＭおかざきやＣＡＴＶミクス

などの地域メディアや、各種マスメデ

ィアで積極的に採り上げられるよう、

働きかけていきます。 

民間による広報活動への支

援 

･市民 

･各種団体 

･事業所等 

福祉事業所や企業、障がい者団体、

市民ボランティアなどが、機関紙やホ

ームページなどを活用し、障がい者福

祉について広報していくことを、情報

提供や作成技術などの面から支援して

いきます。 

あいさつ・声かけ運動の展開 

･市 

･市民 

･関係機関 

市役所や社会福祉協議会、幼稚園・

保育園、学校、保健・医療・福祉施設

が率先しながら、市民あいさつ・声か

け運動を展開します。 

行事・イベントでのふれあい

の拡大 

･市 

･市民 

･関係機関 

市内の各種行事・イベントについて、

障がいを持つ人と持たない人がともに

参画し、楽しめる企画・実施に努めま

す。 

また、障がい者を対象にした行事・

イベントへの障がいを持たない人の参

加を促進していきます。 

公共機関、公共交通機関、医

療機関、事業所等職員への障

がい者に対する理解の啓発 

･市 

･障がい者団

体 

･関係機関 

公共の場で働く職員をはじめ、障が

い者に対する誤解をなくし、障がい者

への偏見や差別を解消し、正しい理解

と認識を深めることができるよう啓発

活動を推進します。 

「障がい者マーク」理解の啓

発 

･市 

･市民 

･関係機関 

市政だよりや各種パンフレット、市

のホームページなどを活用し、「障が

い者マーク」を紹介することにより、

理解を図ります。 
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２ 福祉教育の推進 
 

〔現状と課題〕 

 幼稚園・保育園や小中学校では、障がいのある子もない子もともに学ぶ保育・教育

や、特別支援学校との交流学習・共同学習、障がい者施設との相互交流などを通じて、

福祉意識の醸成を図っているほか、官民の各種の生涯学習の場においても、様々な活

動を通じて福祉教育が推進されており、それらの一層の継続・拡大が求められていま

す。 

 また、福祉教育は、福祉に対する基礎的な理解を図るだけでなく、将来、福祉専門

職をめざす子どもたちへの進路指導・相談や、専門学校等での福祉人材の育成などに

も努めていくことが求められます。 

〔施策展開の方向〕 

幼稚園・保育園、学校、社会福祉協議会、福祉施設、その他関係機関が連携しながら、

まちぐるみで生涯にわたる福祉教育を推進します。 

 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

幼稚園・保育園、学校での福

祉教育の推進 
･市 

幼稚園・保育園、学校の各種行事や

「道徳の時間」、「総合的な学習の時

間」などを活用しながら、障がい者が

かかえる社会的な課題や、障がい者福

祉の理念、制度などの理解を深める福

祉教育を推進します。 

地域における福祉教育の推

進 

･市 

･市民 

･社会福祉協

議会等 

生涯学習の講座や岡崎げんき館市民

会議事業、社会福祉協議会の事業など

により、子どもたちだけでなく、すべ

ての市民を対象に、障がい者福祉につ

いて学習する機会の拡充を図ります。 

 

教職員等の障がい指導力向

上 
･市 

障がいに対する教職員等の知識・技

術の向上に努めます。 

専門職の育成 ･市 

岡崎市立看護専門学校での専門教育

の充実や、市における福祉系学生の実

習等の受け入れの推進などにより、専

門職の将来にわたる育成に努めます。 

福祉副読本の作成検討 

･市 

･社会福祉協

議会 

小中学校で岡崎市の福祉について体

系的に学習するための副読本の作成を

検討します。 
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３ 地域福祉活動の活性化 
〔現状と課題〕 

 障がい者が地域で安心して暮らせるためには、地域住民と障がい者が、日頃から一

緒に支え合っていくことが重要です。 

 本市では、岡崎市ボランティア連絡協議会に加盟する個人や団体のボランティアを

中心に、障がい者を支えるボランティアの輪が拡大してきています。今後も、社会福

祉協議会などと連携しながら、障がい者へのボランティア活動の活性化・ネットワー

ク化を図っていくことが求められるとともに、ＮＰＯ法人格取得の支援など、福祉事

業所への発展を促進していくことも求められます。 

 また、社会福祉協議会では、平成10年から、小学校区ごとに、町内会、民生委員・

児童委員、学区社会教育委員会、老人クラブなどの各種団体や地域住民が自主的に地

域見守り活動を展開する学区福祉委員会の育成を図っており、平成20年度末現在、

50学区のうち46学区に設立されています。 

学区福祉委員会の活動は、高齢者や子どもを対象としているところが多くを占める

ものの、一部の地区では、障がい者との交流・障がい者の見守りの取り組みを始めて

おり、こうした活動の一層の促進が求められます。 

〔施策展開の方向〕 

今後も、社会福祉協議会と連携し、地域福祉活動の一層の活性化・ネットワーク化を

図ります。 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

地区の助けあい・見守りネッ

トワークの強化 

･社会福祉協

議会 

･各種団体 

学区福祉委員会の育成を図るととも

に、障がい者とともに活動の展開を促

進し、地区の助けあい・見守りネット

ワークを強化します。 

障がい者支援ボランティア

の育成 

･社会福祉協

議会 

･各種団体 

養成講座などにより、ボランティア

の育成を図るとともに、ボランティア

連絡協議会の活動を支援し、ボランテ

ィア相互の連携強化を図ります。 

ＮＰＯへの支援の強化 ･市 

情報提供や技術支援などにより、障

がい者支援に携わる特定非営利団体の

ＮＰＯ法人格の取得や福祉サービス事

業の展開を促進していきます。 

災害ボランティアグループ

の登録制度の推進 

･市 

･社会福祉協

議会等 

災害発生時に、効率・効果的に救助

活動を展開するために、災害ボランテ

ィアグループ登録制度の推進をしてい

きます。 
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第２節 生活の質を維持・増強する【生活支援（福祉）】 
 

１ 日常生活への支援の充実 
 

〔現状と課題〕 

 ホームヘルプやショートステイなど、在宅生活支援サービスは、在宅生活での障が

い者本人の生活の質（ＱＯＬ）を高めるとともに、家族などの介護負担の軽減を図る

ため、平成７年からの国の障がい者プランに基づき、本市でも随時、実施・拡充を図

ってきたところです。 

 平成15年度には支援費制度が導入され、身体障がい者、知的障がい者、障がい児の

ホームヘルプ、ショートステイについて、提供体制の強化（措置制度から契約制度へ

の移行、株式会社、ＮＰＯ等への規制緩和）が図られ、利用の拡大が進みました。ま

た、精神障がい者のホームヘルプ、ショートステイについても、平成14年度から精神

障がい者居宅生活支援事業により、市町村事業としてスタートしています。 

 平成18年４月から、障害者自立支援法が順次施行され、在宅生活支援サービスは、

日常生活用具の給付・貸与、補装具費の支給なども含め同法に基づくサービスとして

再編され、精神障がい者の利用が拡大するなど、一定の施策効果が得られていますが、

利用者負担の定率化による低所得者の利用減や、事業所の報酬減・人材難などの問題

も顕在化している状況です。 

 一方、岡崎市では、その他の日常生活支援制度として、国や県の制度に基づく年金

や手当の支給、税の優遇措置などのほかに、障がい者福祉扶助料や難病患者見舞金の

支給など、独自事業も展開しています。今後も、障がい者が地域で安心して在宅生活

を継続していけるよう、こうした制度の適切な運用を図っていくことが求められます。 

〔施策展開の方向〕 

日常生活を支援する各種サービスの適切な実施に努めます。 
 
 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

ホームヘルプ（居宅介護）等

の推進 

･社会福祉協

議会 

･事業所等 

障害者自立支援法の居宅介護、重度

訪問介護、行動援護と、難病患者への

ホームヘルプの適切な提供に努めま

す。障がい者へのサービスに対応でき

るヘルパーの増強に向け、関係機関の

協力を得ながら、研修等の充実に努め

ます。 
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施策項目 主な実施主体 施策内容 

ショートステイ（短期入所）

の推進 
･事業所 

障害者自立支援法のショートステイ

を推進します。不足する重度肢体不自

由者、医療的ケアの必要な方などの受

け皿の確保に努めます。 

補装具費の支給 ･市 
障害者自立支援法の補装具購入・修

理費用支給の適切な提供に努めます。 

日常生活用具費の支給 ･市 

障害者自立支援法の地域生活支援事

業と、難病患者居宅生活支援事業（特

定疾患・小児慢性特定疾患）による、

日常生活用具費支給を推進します。障

がい者のニーズや製造技術の進展にあ

わせ、メニューの更新を随時進めます。 

訪問入浴サービスの推進 ･事業所 

障害者自立支援法の地域生活支援事

業を活用し、在宅重度障がい者等へ訪

問入浴サービスの提供を進めます。 

生活サポート事業の継続 ･事業所 

障がい程度区分が非該当であるもの

の、家事援助等の支援が必要な方へ、

障害者自立支援法の地域生活支援事業

を活用し、生活サポート事業によるサ

ービスを提供していきます。 

障がい年金支給の推進 ･国 

国民年金の障がい基礎年金、厚生年

金の障がい厚生年金など、国の制度に

基づく年金の適切な支給を推進しま

す。 

心身障がい者扶養共済制度

の推進 
･県 

保護者に万一（死亡・重度障がい）

のことがあった場合、障がい者に年金

を終身支給する愛知県心身障がい者扶

養共済制度の利用推進を図ります。 

障がい者福祉扶助料の支給 ･市 

市による経済的支援である岡崎市心

身障がい者福祉扶助料の適切な支給に

努めます。 

手当の支給 ･市 

国や県の法制度に基づき、所得保障

として年金制度を補完する特別障がい

者手当、障がい児福祉手当、福祉手当

（経過措置分）、特別児童扶養手当、愛

知県在宅重度障がい者手当の適切な支

給に努めます。 

遺児手当の支給 ･市 

父または母が重度障がい者の場合、

両親若しくは父または母がいない場合

に支給する遺児手当については、市独

自事業を引き続き推進していくととも

に、県事業分の適切な支給に努めます。 
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施策項目 主な実施主体 施策内容 

難病患者見舞金の支給 ･市 

障がいにより生ずる特別な負担を軽

減するため、市による経済的支援であ

る難病患者見舞金支給を引き続き推進

します。 

税制上の特別措置の実施 ･市 

国の法制度に基づき所得税、住民税

の障がい者控除等を適切に実施しま

す。 

自動車取得税・自動車税の適切な利

用促進に努めます。 

利用料等の特別措置の実施 
･市 

･交通機関 

･民間企業等 

公共交通運賃や公共施設入園料、Ｎ

ＨＫ受信料、携帯電話使用料等の割引

制度の利用促進に努めます。特に、精

神障がい者については、割引制度の確

立を県と協力し関係機関に要望してい

きます。 

市の実施施設については、実施を継

続していくとともに、対象の拡大等を

随時検討していきます。 

事業所等職員の育成、質の向

上 
･市 

･事業所 

相談・支援・介護等に携わる職員の

技術・質の向上及び育成を図るため、

研修の実施に取り組みます。 
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〔参考〕生活支援の制度・サービスで不満に思うこと（回答者全体の上位７位まで表記） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：「岡崎市障がい者福祉に関するアンケート調査（平成20年７～８月）」（回答者数 身体障がい者＝314人、知的障が

い者＝589人、精神障がい者＝116人、難病患者＝39人） 
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２ 日中活動への支援の充実 
 

〔現状と課題〕 

 日中活動の場は、障がい者の心身のケアや、生活リハビリ、社会参加、そして家族

等の介護負担の軽減などのために重要です。 

 本市には、福祉的就労の場や児童デイサービス・療育の場のほか、平成20年10月

現在、障害者自立支援法の生活介護を提供する「愛恵ワークス」、「舞木ワークス」、「ぱ

れっと」、「よつば」、「おてつだい」、「サン・ワーク藤川」、「にじの家」、「希望苑」、障

害者自立支援法の地域活動支援センターである「友愛の家」、「生活支援センター山中」、

旧法上の知的障がい者通所更生施設があります。また、旧法上の入所施設で入所者を

対象とした日中活動が行われるとともに、旧法上の入所施設の一部や日中一時支援事

業所において、障害者自立支援法の日中一時支援事業が実施されています。 

 こうした日中活動の場については、今後、養護学校卒業生や、長期入院後の精神障

がい者などの需要が高まることが予想されることもあり、一層の充実が求められます。 

 

〔施策展開の方向〕 

障がい者の心身のケアや、生活リハビリなどを行う「日中活動の場」の充実に努めま

す。 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

日中活動の場の充実 
･市 

･事業所等 

利用者ニーズと事業所の意向を尊重

しながら、コミュニケーションの支援

もふまえた日中活動の場の充実と利用

の促進を図ります。 

新体系サービスへの移行、適

切な事業展開の促進 
･事業所等 

「生活介護」、「療養介護」、「自立訓

練」、「就労移行支援」、「就労継続支

援」、「児童デイサービス」、「地域活動

支援センター」など、新体系サービス

への移行と法に基づく適切な事業展開

を促進します。 

日中一時支援事業の推進 ･事業所 

家族の就労支援や一時的な休息を目

的とし、障がい児・者の日中における

活動の場を確保し、充実を図ります。 

精神科デイケアの開設の提

案 
･医療機関等 

精神障がい者の日中活動の場とし

て、生活指導や医療的ケアを行う精神

科デイケア施設の市内での開設を働き

かけていきます。 
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３ 居住の場への支援の充実 
 

〔現状と課題〕 

 平成20年10月現在、本市の障がい者の公的な居住の場は、旧法上の知的障がい者

入所更生施設として「藤花荘」、「第二藤花荘」、「愛知県藤川寮」、「額田の村」の４施

設が、生活訓練施設として知的障がい者通勤寮「こいざわ」、精神障がい者援護寮「あ

い」が、グループホーム（共同生活援助）・ケアホーム（共同生活介護）10施設があ

るほか、盲児施設「米山寮」があります。 

 障害者自立支援法では、在宅移行を政策誘導していくために、これまでの入所療護・

授産・更生施設は、日中活動と住まい（夜）が制度上明確に分離され、「施設入所支援」

として住まいの部分が介護給付となり、障がい程度区分による入所継続の要件も課さ

れました。 

 入所施設の新体系サービスへの移行については、平成23年度までの猶予措置があり

ますが、障がい者の地域移行の促進を図る上から、速やかな新体系への移行が求めら

れます。 

また、グループホーム・ケアホームなど、障がい者の地域移行の基盤の拡大を促進

していくことも求められます。 

〔施策展開の方向〕 

利用者ニーズと施設の意向を尊重しながら、既存の施設サービスの適切な実施と、新

体系サービスへの円滑な移行、需要にあわせた施設の新設などを促進していきます。 

 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

居住の場の充実 
･市 

･事業所等 

利用者ニーズと施設の意向を尊重し

ながら、居住の場の充実と利用の促進

を図ります。そのために、生活施設の

整備に関する支援を進めていきます。 

新体系サービスへの移行、適

切な事業展開の促進 
･事業所等 

新体系サービスである「施設入所支

援」、「ケアホーム」、「グループホー

ム」等への移行と法に基づく適切な事

業展開を促進します。 

宿泊訓練による生活リハビ

リ機能の強化 
･事業所等 

通勤寮「こいざわ」・援護寮「あい」

などでの生活リハビリの充実を促進し

ていきます。 

障がい者自立生活訓練事業

の推進 
･事業所等 

障害者自立支援法の地域生活支援事

業として、「みのりの家」における障が

い者自立生活訓練事業を推進します。 
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独居 家族と ｸ゙ﾙｰﾌ゚ﾎｰﾑ等 障がい者施設で 高齢者施設で その他

施策項目 主な実施主体 施策内容 

重度の障がい者に対する居

住の場の充実 

･市 

･事業所等 

岡崎市福祉の村の再編を含め、重度

の障がい者を受入可能なケアホームの

充実を促進します。 

新規参入事業者への支援 
･市 

･事業者等 

事業者に対して、土地や建物の賃借

料などの補助を行い、新規参入等を支

援していきます。 

 

〔参考〕将来の希望の暮らし方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「岡崎市障がい者福祉に関するアンケート調査（平成20年７～８月）」（回答者数 身体障がい者＝314人、知的障が

い者＝589人、精神障がい者＝116人、難病患者＝39人） 

 
 
 

４ 相談体制の充実 
 

〔現状と課題〕 

 障がい者や家族、介助者等が、身近な地域で気軽に悩みや生活課題を相談し、障が

い者施策やサービスの情報をよく理解し、適切な支援を受けることは、自立生活のた

めの基本です。 

 本市では市役所・保健所が、身体・知的障がい者、精神障がい者、難病患者、発達

障がい児・者などの第一義的な相談窓口となるとともに、平成20年10月現在、「社会

福祉協議会」、「愛知県立心身障害児療育センター第二青い鳥学園」、「生活支援センタ

ー山中」、「岡崎自立生活センター ぴあはうす」の４カ所が障害者自立支援法の指定

相談支援事業所の指定を受けサービス利用計画を作成し、合わせて市の相談支援事業

の委託事業所としても、生活支援サービスの相談やコーディネート等を行っています。

そのほか、広域でより専門的な相談を行う機関として「西三河福祉相談センター」や

「ハローワーク岡崎（岡崎公共職業安定所）」、「西三河障害者就業・生活支援センター

輪輪」などがあるほか、障がい者相談員や民生委員・児童委員なども個別に相談を受

け、適切な支援につながるよう努めています。 
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 岡崎市内だけでなく、愛知県の相談機関等をはじめ各相談機関と密接に連携しなが

ら、利用者本位の相談を実施していくことが求められます。 

〔施策展開の方向〕 

障がい者や家族、介助者等が抱える様々な問題の解決に向け、各部門が一層連携を強

化しながら、助言や情報提供、他機関との調整など総合的な相談体制づくりに努めてい

きます。 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

市による相談の適切な実施 ･市 

市役所・保健所が障がい者支援の第

一義的な窓口となるとともに、市役所

庁内各部局や地域の関係機関の相談ネ

ットワークの構築に努めていきます。

手話、筆談や絵記号の活用、プライバ

シーに配慮した応対など、きめ細かな

配慮に努めます。 

精神保健福祉相談員、社会福祉士、

保健師などによる相談も充実していき

ます。 

相談支援事業委託事業所に

よる相談支援の適切な実施 

･市 

･委託事業所 

市からの適切な情報提供や障がい者

自立支援協議会での協議を通じ、相談

支援事業の質の向上を図ります。 

また、充足していない西・南・北地

域への新規事業所参入など、量的拡大

を図ります。 

指定相談支援事業所による

相談支援の提供推進 

･県 

･指定相談支

援事業所 

障がい者や障がい児の保護者などか

らの相談に応じ、情報提供、連絡調整

を行ったり、障がい者などの意向を勘

案したうえでサービス利用計画を作成

し、事業者などとの連絡調整を行うよ

う推進します。 

障がい者相談員の充実 ･市 

身体・知的障がい者相談員により、

気軽に相談が受けられるよう引き続き

充実に努めます。 

精神障がい者に対しては、精神科医

師をはじめ精神保健福祉相談員、保健

師により、気軽に相談が受けられるよ

う引き続き充実に努めます。 

各相談機関の充実とネット

ワーク化の促進 

･市 

･相談機関 

各相談機関では、様々な状況の障が

い者が気軽に相談が受けられるよう体

制の充実を促進するとともに、障がい

者自立支援協議会の開催等を通じて、

ネットワーク化を図ります。 
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５ 円滑なコミュニケーションの支援 
 

〔現状と課題〕 

視覚、聴覚、音声・言語機能などに障がいのある人が日常生活をおくり、社会参加

を進めるうえで、コミュニケーションに対する支援は必要不可欠なものです。今後と

も、手話通訳者等・要約筆記奉仕員の派遣などの充実を図り、障がい者の状況に応じ

たきめ細やかな対応を図っていくことが求められています。 

 

〔施策展開の方向〕 

各種事業を活用し、円滑なコミュニケーションの支援を図ります。 
 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

情報・意思疎通支援用具の利

用促進 
･市 

地域生活支援事業の日常生活用具費

支給事業等により、情報・意思疎通支

援用具の利用を促進します。 

手話通訳者等・要約筆記奉仕

員の活用 

「等」には手話通訳奉仕員などを含む 

･市 

･社会福祉協

議会 

地域生活支援事業のコミュニケーシ

ョン支援事業による手話通訳者等・要

約筆記奉仕員の派遣を行い、行事・イ

ベントなどでの活用を図ります。 

手話通訳者等・要約筆記奉仕

員の養成 

･社会福祉協

議会 

･関係機関等 

社会福祉協議会や関係機関等と連携

しながら、手話通訳者等・要約筆記奉

仕員の養成に努めます。 

市政の情報バリアフリー化

の推進 
･市 

市役所に配置している手話通訳者の

周知、筆談対応の活用促進に努めます。

また、発行物の点字・ＦＡＸ番号表記、

音訳化・大活字化等、多様な情報入手

方法の提供に努めます。 

点字・声の広報等発行事業の

推進 

･社会福祉協

議会 

地域生活支援事業の点字・声の広報

等発行事業の推進に努めます。 

緊急医療カードの活用 ･市 

精神障がい者、難病患者が救急時に

自分の意思を明確に伝えることができ

るよう、緊急医療カードの活用促進に

努めます。 

外出時緊急通報サービス助

成の推進 
･市 

聴覚・音声・言語機能障がい者が外

出中の救急時に119番通報できるＧＰ

Ｓ機能付携帯電話の利用助成を推進し

ます。 

手話・テロップ挿入の促進 ･報道機関等 

ＣＡＴＶミクス等による、手話・テ

ロップ挿入による聴覚障がい者に配慮

した番組づくりを促進します。 
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６ 権利擁護の推進 
〔現状と課題〕 

 障がい特性により支援サービスが容易に利用できない、身の回りのことや金銭管理

ができない、といったケースへの対応や、虐待や金銭詐取といった悪質な権利侵害の

防止・救済など、障がい者の権利擁護の強化が求められています。 

 障がい者の権利を擁護するしくみには、福祉サービスの利用や日常生活上の金銭管

理などを援助する「日常生活自立支援事業」（平成19年度に「地域福祉権利擁護事業」

から名称変更）と、後見人などが法律行為を代理する「成年後見制度」があります。 

 アンケートでは、特に、知的障がい者や精神障がい者の本人・家族に、大変高い利

用ニーズが表れています。 

 こうした制度の活用を促進しながら、障がい者の権利擁護に向けた体制づくりを一

層進めていくことが求められます。 

日常生活自立支援事業・成年後見制度 

区 分 内  容 

１ 日常生活自立支援事業 
・福祉サービスの利用や日常生活上の金銭管理などの

援助 

(1)法定後見 

（判断能力の不十分

な方の程度に応じて

選択） 

 

①後見 

：ほとんど判断出来ない人が対象 

②保佐 

：判断能力が著しく不十分な人が対象 

③補助 

：判断能力が不十分な人が対象 

２ 成年後見制度 

(2)任意後見 

（本人が判断能力が十分にあるうちに、将来に備えて決めておく） 

 

〔施策展開の方向〕 

各種制度・事業を活用し、障がい者の権利擁護に努めます。 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

日常生活自立支援事業の活

用 

･社会福祉協

議会 

･ＡＪＵ自立

の家等 

福祉サービスの利用や日常生活上の

金銭管理などを援助する「日常生活自

立支援事業」の活用を図ります。 

成年後見制度の活用、法人後

見の活用 

･市 

･名古屋家庭

裁判所岡崎

支部 

･岡崎合同公

証役場 

･福祉事業団

等 

関係機関と連携しながら、制度の周

知や「市長による家庭裁判所への手続

き申し立て制度」の活用を図ります。 

成年後見制度の悪用、濫用の防止に

ついて働きかけます。 

また、法人後見についても活用を促

します。 
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施策項目 主な実施主体 施策内容 

サービス実施の際の権利擁

護 

･第三者評価

機関 

･県社会福祉

協議会 

第三者評価の実施促進などにより、

福祉施設・学校・医療機関等での権利

侵害の未然防止を図るとともに、福祉

サービス等に関する苦情については、

愛知県社会福祉協議会運営適正化委員

会などと連携しながら相談・対応を強

化します。 

虐待等の防止ネットワーク

の強化 

･市 

･相談支援事

業所等 

家庭・地域での虐待や金銭詐取など

に対して、地域自立支援協議会を中心

に、防止ネットワークの強化に努めま

す。 
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第３節 安全で快適な生活空間を確保する【生活環境】 
 

１ 障がい者にやさしい公共空間の確保 
〔現状と課題〕 

駅や道路、公園、公共建築物の段差解消、障がい者用トイレ、障がい者用駐車場、

エレベーター、手すり等の設置など、バリアフリー、ユニバーサルデザインの取り組

みは急速に進んでいます。本市においても、可能な限り、そうした視点に立った取り

組みに努めており、バリアフリーの計画に基づき建築した市役所東庁舎は、平成19年

度に「愛知県人にやさしい街づくり特別賞」を拝受しています。 

 しかし、「ユニバーサルデザイン政策大綱」（平成17年７月 国土交通省）によると、

これまでのわが国のバリアフリー、ユニバーサルデザインの取り組みは、高齢者や身

体障がい者への対応に偏重し、知的障がい者、精神障がい者、外国人、子ども、親子

連れなど多様な利用者の想定が不十分であることや、施設ごとに取り組みが断絶して

いることなどの課題があると指摘されています。 

 そのため、18年12月には、公共公益施設についての「ハートビル法」と「交通バ

リアフリー法」を統合した「バリアフリー新法（高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律）」も施行されています。 

また、愛知県は「人にやさしい街づくりの推進に関する条例」、市は「岡崎市水と緑・

歴史と文化のまちづくり条例」により人にやさしい街づくりを推進しています。 

こうした理念や法制度を尊重しながら、また、市民の声を生かしながら、障がい者

が安心して外出し、身近な場所で憩い、ふれあうことができるまちづくりを一層進め

ていくことが求められています。 

 

〔施策展開の方向〕 

ニーズを丁寧につかみ、障がい者にやさしい公共空間の確保に努めます。 
 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

公共施設のバリアフリー、ユ

ニバーサルデザイン化の推

進 

･市 

･県 

･国 

道路や公園、公共建築物などについ

て、障がい者にやさしい公共空間づく

りに努めます。直接障がい者の意見を

聞き、障がい者もともに考え、整備計

画に反映させていきます。 

民間公益施設のバリアフリ

ー、ユニバーサルデザイン化

の促進 

･市民 

･民間企業等 

駅や商業ビルなど、民間公益施設に

ついても、バリアフリー、ユニバーサ

ルデザイン化に向けた改善への協力を

要請していきます。 
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２ 移動手段の確保 
〔現状と課題〕 

 鉄道、バス、タクシーなど、公共交通機関は、障がい者の日常生活のための重要な

交通手段であり、施設面や運行面において、障がい者のニーズにあった配慮が求めら

れます。 

 一方、障がい者の外出支援策については、障害者自立支援法の自立支援給付により、

「ホームヘルプ（居宅介護）での通院介助」や、「知的・精神障がい者への行動援護」

が行われているほか、障害者自立支援法の地域生活支援事業により、社会参加等のた

めの外出支援である「移動支援事業」も行われています。 

 さらに、経済的支援として、障害者自立支援法の地域生活支援事業により、障がい

者タクシー料金助成や自動車運転免許取得費助成、身体障がい者自動車改造助成を行

うとともに、国や業界団体の制度として、「鉄道・バス・タクシー・航空の運賃、有料

道路通行料金」の割引制度などがあります。しかしながら、精神障がい者については

利用できない状況です。障がい者の社会参加を促進するため、関係職員の理解を得な

がら、こうした制度の確立、一層の活用が求められます。 

〔参考〕外出の頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「岡崎市障がい者福祉に関するアンケート調査（平成20年７～８月）」（回答者数 身体障がい者＝314人、知的障が

い者＝589人、精神障がい者＝116人、難病患者＝39人） 

 

〔施策展開の方向〕 

公共交通機関の充実や交通安全対策の推進を図るとともに、各種外出サービスの充実

に努めます。 
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〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

公共交通機関の充実 ･交通機関 

公共交通機関については、バリアフ

リー化、安全対策の充実などを要請し

ていきます。 

交通安全対策の推進 

･市 

･警察 

･各種団体等 

歩道やガードレール、点字ブロック

など交通安全施設の整備に努めるとと

もに、交通安全教室等により交通安全

に関する意識啓発に努めます。 

各種外出支援サービスの充

実 
･事業所等 

外出支援については、障がい者の状

況や外出目的などに応じて、自立支援

給付の「行動援護」や居宅介護におけ

る「通院介助」、地域生活支援事業の「移

動支援」、その他の事業を重層的に提供

していきます。行動援護の給付費助成

による事業所運営支援を引き続き実施

していきます。 

外出に関する経済的支援制

度の活用 

･市 

･県 

･国 

外出に関する経済的支援制度とし

て、岡崎市障がい者タクシー料金助成

事業や自動車運転免許取得費助成事

業、身体障がい者自動車改造助成事業

を実施するとともに、国や業界団体の

制度として、「鉄道・バス・タクシー・

航空の運賃、有料道路通行料金」の割

引制度の利用を促進していきます。特

に、精神障がい者については、割引制

度の確立を県と協力し関係機関に要望

していきます。 

「まちバス」岡崎市コミュニ

ティバスの利用促進 

･市 

･交通機関 

障がい者の外出時の交通手段とし

て、「まちなかでの足」として利用して

もらえるように「まちバス」の利用促

進に努めます。 
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３ 住宅環境の整備 
 

〔現状と課題〕 

障がい者が地域で安心して日常生活をおくるためには、生活の場となる住宅の確保

が不可欠です。特に「施設入所や長期入院から地域生活へ」という障がい者施策の流

れや、障がい者を介助・支援する家族の高齢化が進むなかで、地域において障がい者

が安全で快適に暮らせる住宅に対する需要が年々高まっています。 

障がい者の居住に配慮した様々な住まいの整備・拡充に取り組んでいくことが求め

られるとともに、家主の偏見などにより、障がい者が住宅賃貸に困難をきたすことが

ないよう、支援していくことも重要です。 

 

〔施策展開の方向〕 

地域で安心して暮らしていくために、住宅環境の整備に努めます。 
 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

住宅改修費助成事業の利用

促進 

･市 

･民間企業等 

岡崎市住宅改修費助成事業の他、介

護保険制度や地域生活支援事業による

住宅改修費の助成事業などの利用を促

進し、手すりの設置や段差解消等によ

り在宅生活を支援します。 

公営住宅のバリアフリー、ユ

ニバーサルデザイン化の推

進 

･市 

･県 

公営住宅については、改修の際にバ

リアフリー、ユニバーサルデザインの

適用に努めます。 

市営住宅への入居の促進 ･市 

車いす利用者専用の市営住宅の整備

や、障がい者のいる世帯への家賃減額

措置、障がい者への１・２階の優先入

居などを継続実施し、障がい者の市営

住宅への入居促進に努めます。また、

市営住宅を活用したグループホームな

どについて検討を進めます。 

居住サポート事業・あんしん

賃貸支援事業の推進 

･居住支援事

業所 

･民間企業等 

障がい者等の地域生活を支援するた

め、住居や保証人の紹介支援を行う「居

住サポート事業」、障がい者等の入居を

拒まない家主等の登録などを行う「あ

んしん賃貸支援事業」の一体的な事業

展開を推進します。 
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４ 生活安全の確保 
〔現状と課題〕 

阪神・淡路大震災以降、障がい者など災害時要援護者対策の重要性が、わが国全体

で大きな課題となっています。特に大規模災害時における初期活動は、一緒に住んで

いる家族や身近に暮らす地域の人々の連携が日頃からいかに確立されているかという

点に大きく左右されます。 

このため、民生委員・児童委員など、障がい者の日常生活の様子をよく理解してい

る人を中心として、日常的な地域のふれあいや支えあいを一層推進し、平常時からの

見守り・安否確認の仕組みを確立させていくことが課題であるといえます。また、災

害発生後の相談体制を迅速に整え、障がい者のおかれている個々の事情に応じた適切

な支援を図ることが求められています。 

一方、近年、障がい者や高齢者等を対象とする犯罪被害が全国的に増加しています。

悪質商法等の消費者被害防止に向けた情報提供に努めるとともに、地域における防犯

活動を促進し、犯罪被害の発生を未然に防ぐ取り組みを充実することが重要です。 

〔施策展開の方向〕 

障がい者の生活安全の確保に努めます。 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

安心・安全のネットワークづ

くりの推進 

･市 

･社会福祉協

議会 

･学区福祉委

員会等 

障がい者が地域で安心して暮らせる

よう、災害時などの緊急時に備えて、

地域ぐるみで安心・安全のネットワー

クづくりを推進します。 

地域防災体制の充実 

･市 

･消防団 

･防災防犯協

会等 

関係機関が連携しながら、緊急時の

情報伝達や避難誘導、救助体制の充実

を図ります。特に、障がい者施設等で

の防災対策の強化を促進するととも

に、在宅の災害時要援護者については、

災害時要援護者支援制度の強化によ

り、一人ひとり、地域住民や関係機関

との情報伝達手段の確保を図ります。 

地域防犯体制の充実 

･市 

･県 

･警察 

･防災防犯協

会等 

防犯知識の周知、悪質商法等の消費

者被害防止、市・県の消費生活相談室

の周知など情報提供に努めます。障が

い者を含め、地域における防犯活動を

促進し、犯罪被害の発生を未然に防ぐ

まちづくりを進めます。 

家具転倒防止金具取付の推

進 
･市 

災害時要援護者世帯における家具転

倒防止金具取付を推進していきます。 
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第４節 子どもの力を伸ばす【療育・教育・育成】 
 

１ 特別支援教育推進体制の確立 
 

〔現状と課題〕 

障がいのある子どもたちへの教育の考え方は近年大きく変わり、平成18年６月に国

会において成立した「学校教育法等の一部を改正する法律」などに基づき、障がいの

程度等に応じて特別の場で指導を行う「特殊教育」から、障がいの重度・重複化等に

適切に対応し、教育や療育に特別のニーズのある子を含め、障がい児一人ひとりの教

育的ニーズに応じて適切な教育的支援を行う「特別支援教育」へと制度が転換されま

した。 

また、特別支援教育では、それまでの盲・聾・養護学校（「特別支援学校」として制

度的に統合）、特殊学級（「特別支援学級」に呼称を変更）、通級による指導に加えて、

学習障がい（ＬＤ）、注意欠陥多動性障がい（ＡＤＨＤ）など軽度発達障がいのある児

童生徒についても対象として位置づけられました。 

本市では、法制化に先立ち、平成16年度から特別支援教育についての教職員研修等

を、平成17年度から関係機関による特別支援教育連携協議会を、平成18年度からは

大学教員や臨床心理士が小中学校を訪問する「特別支援教育体制推進事業」をそれぞ

れ開始しました。平成19年度時点で各小中学校で１人分以上ずつの「個別の教育支援

計画」の作成を手がけ、平成20年度現在、すべての市立小中学校に特別支援教育コー

ディネーターの配置、校内支援委員会の設置を終えたところです。 

今後も、地域の特別支援学校等と連携しながら、こうした取り組みを推進していく

ことが求められます。 

障がい児支援に関し国では、①障がいの早期発見・早期対応策、②就学前の支援策、

③学齢期・青年期の支援策、④ライフステージを通じた相談支援の方策、⑤家族支援

の方策、⑥入所施設の在り方を検討しています。療育を早い時期から行い、学校教育

の場へ繋げ、さらに先へと取り組みを充実させることが課題となっています。 
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〔施策展開の方向〕 

各特別支援学校と地域の小中学校が連携しながら、特別支援教育の推進体制の確立を

図ります。 

障がい児支援については、国の動向を考慮し、推進していきます。 

 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

特別支援学校の充実 
･県 

･国 

岡崎盲学校、岡崎聾学校、岡崎養護

学校、愛知教育大学附属養護学校、み

あい養護学校の教育・指導内容、施設・

設備等の一層の充実を県に要望してい

きます。 

特別支援学校による地域支

援の強化 

･県 

･国 

特別支援学校（盲・聾・養護学校）

による地域の発達障がい児等への支援

の充実を要望していきます。 

障がい児支援の推進 

･市 

･県 

･国 

①子どもの将来の自立にむけた発達

支援、②子どものライフステージに応

じた一貫した支援、③家族を含めたト

ータルな支援、④できるだけ子ども・

家族にとって身近な地域における支援

に重点を置き、国の施策を推進してい

きます。 
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２ 学校教育の充実 
 

〔現状と課題〕 

 本市には、小学校が51校（国立１、市立50）、中学校が22校（国立１、市立19、

私立２）、高校が11校（県立７、私立４）、大学・短大が５校（いずれも私立）、特別

支援学校（盲・聾・養護学校）が４校（国立１、県立３、平成21年度県立１増加）あ

り、平成20年５月現在、特別支援学級児童・生徒数は、小学生が221人、中学生が

129人で、特別支援学校の児童・生徒数は約480人となっています。 

各学校では、教職員の資質向上や施設のバリアフリー化などにより、今後も、障が

いや発達の遅れのある児童・生徒を可能な限り受け入れていくことが求められるとと

もに、一人ひとりの可能性を尊重した進路相談・指導を一層推進していくことが重要

です。 

〔施策展開の方向〕 

地域の小中学校で、支援が必要な児童・生徒への適切な特別支援教育の推進に努める

とともに、高校や専門学校、大学等での障がい児・者の受け入れ体制の充実を働きかけ

ていきます。 

 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

適切な就学指導・相談の確保 ･市 

保育・保健部門と教育部門が密接に

連携しながら、一人ひとりの心身の状

況に応じた適切な就学指導・相談の実

施に努めます。 

特別支援教育の推進 ･市 

「特別支援教育コーディネーター」

を中心に、教職員の特別支援教育に対

する理解の促進に努めながら、児童・

生徒一人ひとりの能力や個性に応じた

特別支援教育を推進していきます。 

 

「個別の教育支援計画」等に

基づく支援の推進 
･市 

支援が必要な児童・生徒に対して、

福祉、医療などとの連携計画である「個

別の教育支援計画」を作成し、多面的

な支援にあたります。 

 

学校の施設・設備の充実 ･市 

学校施設のバリアフリー化や安全対

策、情報学習機材の充実などに努めま

す。 
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施策項目 主な実施主体 施策内容 

高校や専門学校等の受け入

れ体制の充実 
･高校 

･専門学校等 

高校等についても、市立中学校生徒

が進学を希望する場合にバリアフリー

の状況などで確認・調整を図るなど、

障がい児・者の積極的な受け入れを要

望していきます。 

就学奨励金等の利用促進 ･市 

本市の独自事業である「岡崎市心身

障がい高校生奨学金及び入学準備金」

や、専修・各種学校在学生に対する「岡

崎市心身障がい者技能習得奨励金」、特

別支援学校在学生に対する「岡崎市就

学奨励金」の利用促進に努めます。 

 

３ 就学前保育・教育、放課後対策の充実 
〔現状と課題〕 

 本市には、幼稚園が24園（市立３、私立21）、保育園53園（市立35、私立18）、

放課後児童クラブ（小学３年生まで）が37カ所（市営30、民営７）あり、平成20年

４月の保育園での障がい児受け入れ数は147人、同年５月現在の放課後児童クラブで

の障がい児受け入れ数は30人となっています。また、市では、障害者自立支援法によ

る児童デイサービス、日中一時支援事業や、障がい児サマースクール事業を実施して

います。 

 いずれの保育・教育施設においても、障がいや発達の遅れのある児童を可能な限り

受け入れ、障がいのある子もない子もともに地域で育てる環境づくりに努めています。 

 

〔施策展開の方向〕 

障がいのある子もない子もともに地域で育てる就学前保育・教育を推進します。 
 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

就学前保育・教育の充実 
･幼稚園 

･保育園 

支援が必要な乳幼児・児童の受け入

れを図るため、教諭や保育士、指導員

などの人員の充実や、研修等による教

育・保育内容の充実を図ります。 

障がい児に対する放課後等

活動の場の充実 
･市 

放課後児童クラブでの支援が必要な

児童の受け入れを推進するとともに、

日中一時支援事業、障がい児サマース

クール事業を引き続き推進していきま

す。 

また、児童デイサービスについても

引き続き推進していきます。 
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第５節 いきいきと働けるしくみをつくる【雇用・就業】 
 

１ 一般就労の促進 
〔現状と課題〕 

 平成19年度現在、ハローワーク岡崎（岡崎公共職業安定所）管内のハローワーク経

由の就業者数は141人（身体障がい者71人、知的障がい者42人、精神障がい者25

人、その他発達障がい者など３人）です。 

 障がい者の一般雇用については、働く意欲や能力がありながら就業になかなか結び

つかないことが多く、ハローワークや、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構「愛

知障害者職業センター」などが主体となり、雇用の底上げや職場適応への支援などが

行われています。 

 雇用の底上げについては、法定雇用率制度があり、常用労働者数56人以上の民間企

業の法定雇用率が1.8％（重度者は週20時間以上の就業で１人分と算定。30時間以上

で２人分と算定）であるのに対し、平成18年６月現在で、全国平均は1.52％、愛知

県平均は1.45％となっています。 

 職場適応への支援については、雇用前の「職場適応訓練」（訓練を事業主（職親）に

委託）や、試行雇用期間の「トライアル雇用」（奨励金の支給）、人的支援である「職

場適応援助者（ジョブコーチ）制度」、正式雇用後の「特定求職者雇用開発助成金」等

の支給などがあります。 

 障がい者雇用についての事業所の理解はまだまだ十分とは言えず、こうした各種制

度の活用を促進しながら、市内での障がい者雇用を一層強化していくことが求められ

ます。 
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不安 

事業主 

・どのような仕事を 
 担当させればよいか 
 分からない 

・身体障がい者は雇用 
 しているが、知的 
 障がい者を雇うのは 
 初めて 

・障がい者への接し方、 
 雇用管理が分からない 

・障がいに応じた 
 職場の配慮事項 
 が分からない 

・訓練を受けた 
 ことが実際に 
 役立つか不安 

・就職は初めてなので、 
 職場での仕事に 
 耐えられるか不安 

・どのような仕事 
 が適職か分から 
 ない 

トライアル雇用 
(3か月間の有期雇用) 

不安の解消･軽減 

常 

用 

雇 

用 障がい者 

不安 

 

「トライアル雇用」がめざすもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府「平成18年版障害者白書」 

 

「ジョブコーチ」の役割 

 

資料：内閣府「平成18年版障害者白書」 

 

〔施策展開の方向〕 

ハローワーク（公共職業安定所）等と連携しながら、事業所の理解を得ながら、障が

い者の一般就労の促進に努めます。 

 

ジョブコーチ 

 

・障がい特性に配慮した雇用管理に関する助言 

・配置、職務内容の設定に関する助言 

事 業 主 

(管理監督者･人事担当者) 

障がいのある人 

家族 同僚 

同僚 

上司 

・作業遂行力の向上支援 

・職場内コミュニケーション能力の向上支援 

・健康管理、生活リズムの構築支援 

・障がいの理解に係る社内啓発 

・障がい者とのかかわり方に関する助言 

・指導方法に関する助言 
・安定した職業生活を送るための家族の 

 かかわり方に関する助言 
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〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

障がい者雇用への理解と協

力の促進 

･市 

･ハローワー

ク 

･民間企業等 

県やハローワークなどと連携し、

「障がい者雇用促進月間(９月)」を中

心に、障がい者雇用にかかわる制度・

施策の周知徹底を図るとともに、各種

雇用促進制度を活用して、事業者に雇

用や就労移行支援等への積極的な協力

を要請していきます。 

また、障がい者が就業している事業

所に対しては、従業員の意識の啓発や、

働きやすい施設・設備など、受け入れ

体制の向上を促進していきます。 

一般就労に向けた支援体制

の強化 

･愛知障害者

職業センタ

ー豊橋分室 

･障がい者就

業・生活支

援センター 

市内でのジョブコーチの確保や、就

業面と生活面の一体的な支援を図る

「障がい者就業・生活支援センター」

の充実など、支援のための基盤の強化

を促進していきます。 

自営業や在宅就労の支援、起

業の促進 

･商工会議所

等 

商工会議所や「社団法人 愛知県雇

用開発協会」、岡崎盲学校などと連携し

ながら、相談や情報提供などを通じて、

マッサージ業等の自営業や在宅就労の

支援や、起業の促進を図ります。 

発達障がい者の一般就労の

促進 

･ハローワー

ク 

･愛知県立岡

崎高等技術

専門校 

発達障がい者の障がい特性に応じた

職業訓練、就職指導を促進していきま

す。 

ニート対策の強化 

･市 

･ＮＰＯ法人

等 

ニート脱却をめざす若者への個別相

談やフォーラムなどを行う岡崎市若年

者職業的自立支援事業を推進します。 

障がい者自立支援協議会の

活用 
･市 

障がい者自立支援協議会就労支援専

門部会への商工会議所や企業の参加を

促し、障がい者の就業の理解・啓発を

推進していきます。 

卒業生の対応についても、就労支援

専門部会で情報を共有し合えるようネ

ットワークづくりを推進していきま

す。 
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２ 行政自身の障がい者雇用対策の強化 
 

〔現状と課題〕 

 職員数48人以上の地方公共団体の障がい者法定雇用率は、常用労働者の2.1％以上

（重度者は週20時間以上の就業で１人分と算定。30時間以上で２人分と算定）とな

っています。平成20年度現在、市役所で就業する障がい者数は46人で、法定雇用率

を達成しており、今後も維持向上に努めていくことが重要です。 

 市役所をはじめとする公的機関は、障がい者の雇用について、先導的役割を果たす

ことが求められることから、引き続き法定雇用率を維持するとともに、市役所関連業

務の委託など、積極的な取り組みが必要です。 

 

市役所における障がい者の在職状況 

  
算定の基礎とな

る職員数(人) 

障がい者数 
(人) 

実雇用率 

(％) 
不足数 
(人) 

岡崎市・岡崎市教育委員会 2,089 46 2.20 0 
資料：人事課（平成20年６月現在） 

 

 

〔施策展開の方向〕 

行政自身の障がい者雇用対策の強化に努めます。 
 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

市役所の法定雇用率の維持、

向上 
･市 

市役所自身の法定雇用率の維持、向

上に努めます。 

障がい者が働きやすい環境

の整備 
･市 

障がい者が働きやすいよう、職員意

識の啓発や、施設・設備等の環境整備

を図ります。 

業務委託や製品発注・販売促

進等の支援 
･市 

授産製品の発注や販売促進、新しい

商品・サービスの企画・開発への支援、

市役所業務の委託などの拡大に努めま

す。 

公共施設における障がい者

雇用の場の確保 
･市 

岡崎市図書館交流プラザLibra

（りぶら）など、公共施設におけ

る障がい者雇用の場の確保を推進

していきます。 
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３ 福祉的就労の促進 
 

〔現状と課題〕 

 平成18年10月から、「障害者自立支援法」が本格施行され、従来からの通所・入所

授産施設や小規模作業所に加え、「就労移行支援」や「就労継続支援」、「地域活動支援

センター事業」といった福祉的就労に関する新しい事業メニューが設立されました。

平成20年10月現在、本市には、こうした福祉的就労の場として、障害者自立支援法

の就労移行支援・就労継続支援Ｂ型の両サービスを実施する「サン・ワーク藤川」、「舞

木ワークス」、就労継続支援Ｂ型を実施する「愛恵ワークス」、「ステップやまなか」、

「ホームワーク板屋」、「ワークスあおい」、「かもみぃる」、「おてつだい」、旧法の知的

障がい者通所授産施設である「のぞみの家」、「希望の家」、「花の木苑」があります。

また、各入所施設の日中活動においても福祉的就労が実施されています。 

障がい者が意欲的に福祉的就労を行い、事業所が安定した経営を行えるよう、一層

の支援を行っていくことが求められるとともに、既存の施設の新体系サービスへの移

行や、新規参入などを支援していくことが求められます。 

 

就労移行支援事業の枠組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府「平成18年版障害者白書」 

 

 

養護学校 
卒業生 

離職者 

在宅者 

○基礎体力向上 
 

○集中力、持続 

 力等の習得 
 

○適性や課題の 

 把握 

      等 

○職業習慣の確立 
 

○マナー､挨拶､身なり等の習得 

              等 

就労移行支援事業 

○施設外授産 
 

○職場見学・ 

 実習 

○求職活動 
 

○職場開拓 
 

○トライアル雇用 等 

就職後の 

継続支援 

【障がい者就業・生活支援センター等】 
○就職・職場定着支援 
○就業に伴う生活支援 
○事業主支援 
○関係機関との連絡調整 
           等 

通所前期 

（基礎訓練期） 
通所中期 

（実践的訓練期） 
通所後期 

（マッチング期） 
訪問期 

（フォロー期） 職場定着期  就職  
就職後 
6か月 

 離職の 場合 

再チャレンジ 

○専門的支援 
（職業評価） 

【地域障がい者職業センター】 

連
携 

【ハローワーク】 

【企 業】 

【地域障がい者職業センター】 

【不適応時】 ○職業紹介 

○求職活動支援 

○求人開拓 

○試行雇用(トライアル雇用)事業 

○障がい者委託訓練 

○職場適応訓練(短期)    等 

○障がい者雇用納付金制度に基づく各種助成金 

○特定求職者雇用開発助成金 

○専門的支援 
 (ジョブコーチ支援等) 

○就労移行支援体制加算 
 （就労移行支援事業所） 
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〔施策展開の方向〕 

各種福祉団体や事業所等の協力を得ながら、福祉的就労の拡大に努めていきます。 

 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

福祉的就労の場への積極的

な支援 

･市 

･事業所等 

障がい者本人の心身の状況や希望に

沿った福祉的就労が今後も展開され、

障がい者の自立と社会参画につながっ

ていくよう、既存の施設・作業所だけ

でなく、新設も含め、相談・助言や遊

休施設の貸与、通所授産施設等利用奨

励金の支給、施設の整備費・運営費へ

の助成など、支援に努めていきます。 

社会適応訓練事業の活性化 
･市 

･県 

県による精神障がい者社会適応訓練

事業（通院患者リハビリテーション事

業）の活性化を推進します。 

また障がい者の社会適応訓練につい

て、障がい者自立支援協議会の中で話

し合い推進していきます。 
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22%

20%

12%

5%

9%

30%

7%

13%

0% 20% 40% 60%

１．常勤職員

２．アルバイト等

３．自営業

４．家業の手伝い

５．通所施設や作業所

６．働くことができない

７．働きたくない

８．わからない

身体障がい者

17%

12%

1%

2%

49%

25%

3%

17%

0% 20% 40% 60%

１．常勤職員

２．アルバイト等

３．自営業

４．家業の手伝い

５．通所施設や作業所

６．働くことができない

７．働きたくない

８．わからない

知的障がい者

16%

35%

3%

12%

28%

30%

6%

21%

0% 20% 40% 60%

１．常勤職員

２．アルバイト等

３．自営業

４．家業の手伝い

５．通所施設や作業所

６．働くことができない

７．働きたくない

８．わからない

精神障がい者

36%

31%

15%

3%

5%

21%

8%

10%

0% 20% 40% 60%

１．常勤職員

２．アルバイト等

３．自営業

４．家業の手伝い

５．通所施設や作業所

６．働くことができない

７．働きたくない

８．わからない

難病患者

〔参考〕今後の働き方の希望 
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仕事先に
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困った時に相談
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人間関係が
うまくいかない

身体障がい者

51%

6%

10%

9%

15%
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給料・工賃が少ない
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困った時に相談
する人がいない
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知的障がい者

50%
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3%
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9%

31%

38%

0% 20% 40% 60%

給料・工賃が少ない

からだの調子
が悪くなった
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整っていない

仕事先に
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困った時に相談
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精神障がい者

18%

12%

0%

18%

6%

6%
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0% 20% 40% 60%

給料・工賃が少ない

からだの調子
が悪くなった
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整っていない
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通いにくい

困った時に相談
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人間関係が
うまくいかない

難病患者

〔参考〕仕事で困ったり不満に思うこと（回答者全体の上位７位まで表記） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「岡崎市障がい者福祉に関するアンケート調査（平成20年７～８月）」（回答者数 身体障がい者＝314人、知的障が

い者＝589人、精神障がい者＝116人、難病患者＝39人） 
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第６節 健康を維持・増進・回復する【保健・医療・療育】 
 

１ 乳幼児期の適切な保健・療育の確保 
 

〔現状と課題〕 

 乳幼児期における疾病や障がいの早期発見や早期訓練・療育は、機能の改善に効果

があるだけでなく、子どもたちのコミュニケーションや社会性などの発達を促すため

にも重要です。 

 本市では、妊娠期の両親や新生児、乳幼児への健康診査や家庭訪問、健康相談など、

母子保健事業を実施するとともに、発育の遅れや障がいなどの心配がある方に対して

は、スワンの会やひよこの会・かるがもクラブ・ぷち等の子育て支援の集まりや、幼

稚園・保育園をはじめ「めばえの家」（母子通園）、「若葉学園」（子どものみの通園）、

「愛知県立心身障害児療育センター第二青い鳥学園」（医療機能を併設する療育指導）

などによる「子ども発達サポートネットワーク」を形成し、適切な訓練・療育や相談

支援を進めてきました。 

また、幼稚園・保育園においても障がいの「早期発見」を心がけ、気になる子を把

握し、その後のフォローにも取り組んでいます。 

現在、めばえの家の狭隘化や、若葉学園、愛知県立心身障害児療育センター第二青

い鳥学園の施設の老朽化が進むとともに、発達障がい児の増加や支援ニーズの多様化

が進んでいることから、今後も、発育発達上の課題が発見されたときから、一人ひと

りの状況に応じて適切で連続性のある支援が継続的に受けられるよう、療育体制の一

層の強化を図っていくことが求められます。 

 

〔施策展開の方向〕 

母子保健・子育て支援事業の充実に努めるとともに、乳幼児健診や相談などで発見さ

れた発育発達上の課題のある子どもや保護者に対し適切な支援が行えるよう、関係機関

と連携し、療育相談・支援体制の充実を図ります。 

乳幼児期にしっかりと療育が受けられるよう充実を図るとともに、学齢期へと療育を

繋げていく体制づくりを推進します。 
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〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

母子保健・子育て支援事業の

推進 
･市 

妊娠期の両親の健康づくりを推進し

ます。新生児・乳幼児に対し、健康診

査や家庭訪問、健康教育・相談など母

子保健・子育て支援事業を推進し、早

期発見、早期対応を図ります。 

平成21年度から、虐待など個別ケー

スへの適切な対応を図る「こんにちは

赤ちゃん事業」を新規に実施していき

ます。また、発達障がい児の早期発見

につなげるため、子ども発達サポート

事業の内容を充実していきます。 

めばえの家の充実 
･市 

･福祉事業団 

めばえの家の定員増を図り、療育支

援体制を整えます。 

「子ども発達サポートネッ

トワーク」の強化 

･市 

･県 

発育の遅れや障がいなどの心配があ

る子どもたちへの療育・指導を実施し、

基本的な生活習慣や生活力の獲得を図

ります。保護者に対しても、育て方な

どについて適切な相談や指導に努める

とともに、保護者どうしの交流の拡大

を図ります。 

障がい児・者に対する地域療

育等支援の推進 

･市 

･県 

総合的な療育拠点である第二青い鳥

学園が、長期療養児の療育指導を充実

するとともに、地域の専門職の療育技

術の向上等を図り、地域療育力の向上

につなげていく障がい児･者地域療育

等支援を引き続き推進していきます。 

若葉学園の抜本的機能拡充

の検討 
･市 

施設の老朽化や、支援ニーズの多様

化等に対応するため、岡崎市福祉の村

の在り方も含め、若葉学園の抜本的機

能拡充の検討を促進していきます。 

重症心身障がい児・者通園事

業の検討 

･市 

･県 

施設の老朽化や、支援ニーズの多様

化等に対応するため、第二青い鳥学園

を市内で移転新築し、抜本的機能拡充

を図るよう県に働きかけていきます。  

重症心身障がい児・者通園事業も合

わせて検討を促進していきます。 

保育園等職員の専門知識の

向上、養成、コミュニケーシ

ョン力の向上 

･市 

･保育園等 

障がい児に対し専門的な知識を持っ

て対応できるよう、発達障がい支援者

や発達障がい支援指導者の研修の受講

などにより、職員質の向上に努めます。 

障がい児の保護者に対するコミュニ

ケーション力の向上にも努めます。 
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２ 心と体の健康づくりの推進 
 

〔現状と課題〕 

 障がい者施策としての地域保健には、障がいの原因となる病気を予防すること、障

がいを早期に発見して早期治療やリハビリテーションにつなげること、障がい者自身

の健康づくりを支援することなどの役割があります。いずれも、様々な障がいや病気

の特性、状況に対応し、きめ細かな支援を行っていくことが大切です。 

 市では、疾病予防については、市民の主体的な健康づくり活動を促進するとともに、

各種健（検）診や健康教育・相談、家庭訪問など、保健事業を推進しています。 

 近年、社会問題となっている不安、ストレスなどのメンタルヘルス対策なども重点

的に推進していくことが求められます。 

 また、難病患者の療養生活への支援も重要です。 

 

〔施策展開の方向〕 

市民の主体的な健康づくりを促進し、疾病や障がいの予防と心身機能の維持・増進・

回復を図ります。 
 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

疾病や障がいの予防対策の

推進 

･市 

･市民 

各種健（検）診や健康教育・相談、

家庭訪問など、保健事業を推進し、疾

病や障がいの予防を図ります。特に、

内臓脂肪症候群（メタボリックシンド

ローム）の予防対策を重点的に取り組

みます。 

障がい者のための健康診査

の推進 
･市 

障がい者のための健康診査、歯科検

診を引き続き推進していきます。 

メンタルヘルス対策の推進 
･市 

･県 

講座の開催や専門相談の実施などを

通じて、うつやひきこもり・自殺の予

防など、メンタルヘルス対策を推進し

ていきます。 

難病患者の療養支援の推進 ･市 

講座の開催や専門相談の実施などを

通じて、難病患者の療養支援を推進し

ていきます。 
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３ 地域医療・医学的リハビリテーションの充実 
〔現状と課題〕 

 障がい者の医療・医学的リハビリテーションについては、妊娠・出産期の母子の障

がいの防止・軽減に向けた周産期医療や乳幼児医療、様々な症状の障がい児・者への

きめ細かい治療・リハビリテーション、交通事故等による中途障がいの軽減のための

高次救急医療などを充実していくことが求められます。 

 また、「障がい者医療費助成制度」や、障害者自立支援法に基づく「自立支援医療（更

生医療、育成医療、精神通院医療）」の給付等の適切な利用を図っていくことが求めら

れます。 

〔施策展開の方向〕 

関係機関と協力しながら、障がいの予防医療の充実や、障がいのある人が安心して受

けられる地域医療体制づくりに努めます。また、医療費負担の軽減を図る事業を推進し

ます。 
 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

「かかりつけ医」の普及 
･市 

･医療機関 

病院と診療所の役割分担のもと、患

者一人ひとりの症状にあった最適な医

療が提供されるよう、「かかりつけ医」

の普及に努めます。 

利用者本位の医療の確立 
･市 

･医療機関 

岡崎市民病院においては、十分な説

明、人権やプライバシーの尊重など、

常に患者本位の医療が提供されるよう

努めます。 

また、民間医療機関についても、医

師会等を通じて、利用者への配慮を求

めていきます。 

岡崎市民病院の充実 ･市 

岡崎市民病院については、医療従事

者への障がい者医療の知識・技術の普

及に努めるとともに、高度医療機器の

導入や、医師等の確保、在宅保健医療

の一層の展開など、医療体制の充実に

努めていきます。 

周産期医療・小児医療の充実 

･市 

･県 

･医療機関 

地域の医療機関の連携により、小児

夜間・休日診療の確保など、小児医療

の充実を促進します。 

また、地域の周産期医療・小児医療

の核として、岡崎市民病院の地域周産

期母子医療センター機能の強化を県に

要望していきます。 
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施策項目 主な実施主体 施策内容 

救急医療体制の充実 

･市 

･県 

･医療機関 

救急指定病院と消防との緊密な連携

のもと、高度医療機器の導入、高規格

救急自動車の充実、救急救命士の確保

など、救急医療体制の充実を促進しま

す。また、岡崎市民病院の救命救急セ

ンター機能の強化を県に要望していき

ます。 

精神障がい者の緊急医療体制につい

ては県へ充実を働きかけていきます。 

難病医療・療養支援体制の充

実 

･市 

･県 

･医療機関 

地域の医療機関と市・県が協力しな

がら、早期発見や、継続的治療、在宅

支援など、適切な難病医療・療養支援

体制の確立に努めていきます。 

障がい者歯科の充実 

･市 

･歯科医師会 

･医療機関 

岡崎歯科総合センターでの障がい者

歯科の通年受診体制の整備を促進する

とともに、地域の歯科診療所での障が

い者へのきめ細かな配慮を求めていき

ます。また、幼児期からの歯科疾患予

防の重要性の啓蒙に重点を置き取り組

みます。 

医学的リハビリテーション

の充実 

･市 

･医療機関 

脳血管疾患や骨関節疾患、内部疾患、

小児疾患、精神疾患などの疾病や障が

いから心身機能の維持・増進・回復を

図る医学的リハビリテーションの充実

を市内関係医療機関に要望していきま

す。 

また、医学的リハビリテーションの

みならず、一人ひとりの心身の状態に

あわせて生活の質（ＱＯＬ）の向上を

図る地域リハビリテーションの推進に

努めます。 

障がい者・難病患者の医療費

助成の推進 
･市･県･国 

医療費自己負担分の助成制度を引き

続き推進します。 

自立支援医療の給付 
･市 

･県 

･国 

自立支援医療（更生医療、育成医療、

精神通院医療）の適切な給付に努めま

す。 

小児慢性特定疾患治療研究

事業の推進 
･市 

小児慢性特定疾患治療研究事業によ

る医療費の負担軽減を引き続き推進し

ます。 

在宅療養への支援の強化 
･市 

･医師会等 

在宅歯科往診事業の推進、訪問看護

の充実、在宅療養支援診療所等の立地

の誘導など、在宅療養への支援の強化

に努めます。 
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〔参考〕保健・医療面で特に困っていること（回答者全体の上位８位まで表記） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「岡崎市障がい者福祉に関するアンケート調査（平成20年７～８月）」（回答者数 身体障がい者＝314人、知的障が

い者＝589人、精神障がい者＝116人、難病患者＝39人） 

 

 

 



 

 64 

第７節 参画できるしくみをつくる【スポーツ・文化・まちづくり】 
 

１ スポーツ・文化活動の促進 
 

〔現状と課題〕 

 障がい者が地域のスポーツ・文化活動に参加することは、障がい者自身の生活の質

（ＱＯＬ）の向上や自己実現につながるだけでなく、市民どうしの交流の拡大やまち

づくりへの発展に寄与します。 

本市では、障がい者スポーツ大会や障がい者作品展、障がい者健康料理教室など、

障がい者を対象とした活動を展開するとともに、生涯学習講座や自主的なグループ活

動などで、障がいの有無を問わず楽しめるスポーツ・文化活動が盛んに行われていま

す。 

身近な地域での活動・交流の場の充実や施設のバリアフリー化、参加しやすいプロ

グラムづくりなど、障がい者が気軽にスポーツ・文化活動に参加することができる環

境づくりが重要です。 

 

〔施策展開の方向〕 

障がいの有無にかかわらず市民が多様なスポーツ・文化活動を楽しめるまちづくりを

推進します。 
 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

施設・設備等の整備・改善 ･市 

障がい者が、より気軽に、スポーツ・

文化活動に参加できるよう、施設の整

備・改善に努めます。 

各種事業への参加の促進 

･市 

･各種団体 

･民間企業等 

市においては、岡崎げんき館での水

泳教室の開講をはじめ、障がい者のニ

ーズに応じた講座の開講などに努める

とともに、情報提供や技術支援などを

通じて、民間におけるスポーツ・文化

活動の場への障がい者の参加を促進し

ていきます。 

指導者・ボランティアの育成 

･社会福祉協

議会 

･各種団体等 

障がい者のスポーツ・文化活動を支

える指導者・ボランティアの育成に努

めます。 
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２ 障がい者団体の活性化と家族支援の強化 
 

〔現状と課題〕 

 障がい者の当事者・家族の団体活動は、当事者や家族の悩みの解消や情報交換、交

流などのためだけでなく、市民の福祉意識を啓発したり、福祉制度・サービスの改革

を要望し、実現につなげたりといった役割もあり、一層の活性化が求められます。 

 

〔施策展開の方向〕 

障がい者団体等の一層の活性化を図ります。 
 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

障がい者団体の活性化 
･障がい者団

体 

障がい者や家族の加入を促進すると

ともに、団体の自主的な活動を支援し

ていきます。 

精神障がい者、難病患者の家

族に対する支援の推進 

･市民 

･障がい者団

体等 

精神障がい者、難病患者の家族に対

し、講座や相談事業の開催や自主グル

ープ活動のサポートなどを推進しま

す。 

広聴活動の充実 ･市 

障がい者団体等から意見や要望を聴

取する機会を定期的に設けるととも

に、それらの意見・要望の関係職員、

関係機関への周知を図り、施策やサー

ビスの改善につながるよう努めます。 
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３ まちづくり活動への参画の促進 
 

〔現状と課題〕 

 「ノーマライゼーション」の実現のためには、障がい者一人ひとりが自身の経験や

能力を生かしてまちづくりに参画し、障がいのある人とない人が協働でまちづくりを

進めていくことが必要です。 

 

〔施策展開の方向〕 

まちづくり活動への障がい者の参画の促進に努めます。 
 

〔具体的な施策〕 

施策項目 主な実施主体 施策内容 

市政への参画の促進 
･障がい当事

者 

今後、市で実施される各種施策・事

業について、可能な限り、障がい者の

参画を促進します。特に、各種審議会

や委員会など、政策検討の場への積極

的な参画を図ります。 

障がい者の社会貢献活動の

振興 

･障がい当事

者 

障がい者自身が他の障がい者を支援

する「ピアサポート活動」「ピアカウン

セリング活動」など、障がい者が経験

や能力を生かして行う社会貢献活動の

振興を図ります。 
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第５章 計画の推進と進行管理 
 

第１節 点検・進行管理体制の確立 
本市には、社会福祉関連施策の諮問機関として「岡崎市社会福祉審議会」（全体会・

障がい者福祉専門分科会）が、障害者自立支援法上のサービスを円滑に推進する協議

機関として「岡崎市障がい者自立支援協議会」（全体会・個別支援専門部会・就労支援

専門部会・その他専門部会）が、発達障がい児への支援策等の協議機関として「岡崎

市特別支援教育連携協議会」が、障がい者の雇用促進策等の協議機関として「岡崎市

雇用対策協議会」があります。 

障がい者や関係団体の代表、公募市民、サービス事業所の保健・医療・福祉専門職、

学識経験者、市関係部局の担当者等で構成されるこれらの会議において、本計画及び

第２期岡崎市障がい福祉計画の実施状況の点検と進行管理を行っていきます。 

 

第２節 サービスの質の向上と人材確保への支援の強化 
サービスの質の向上を図るため、県、その他関係機関と連携しながら、過度の規制や

事務負担にならないよう留意しながら、事業所に対して適切な指導・助言、給付内容審

査を行うとともに、事業所における第三者評価の実施を促進します。 

また、従事者の確保に向けて、障がい福祉分野での就職を希望する市民への情報提供

を図るとともに、市内の従事者が、新しい知識や技術を習得し、スキルアップを図れる

よう、研修受講の支援や、従事者同士の積極的な情報交換・共有の促進に努めます。 

 

第３節 庁内推進体制の強化 
複雑・多様化しつつある施策ニーズに対し、柔軟に対応できる庁内体制を整備する

ため、各種研修の充実、ボランティア体験の実施など、行政職員の障がい者に対する

理解と人権意識・福祉意識の向上に努め、意識的バリアをなくします。 

障がい福祉施策の円滑な推進に向け、国、県との連携強化に努めるとともに、各種

制度の充実や財源の確保をこれら機関に要請します。また、より充実したサービスを

提供するため、広域的な対応が望ましい施策について、近隣市町とともに取り組み、

効果的な推進を図ります。 

また、計画の実施状況について、市の諮問・協議機関へ定期的に報告するとともに、

広報紙やホームページ等の多様な媒体を通じて情報を公開し、広く市民に周知します。

あわせて、計画の推進にあたって幅広い市民意見の把握に努め、施策・事業の一層の

推進や計画の見直し、次期計画の策定等に適宜反映していきます。 
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参考資料  
 

１ 計画策定の経過 
 

日 付 会議等 内 容 

H20.5.22 第１回策定委員会 

(1) 委員長・副委員長選出 
(2) 障がい者基本計画・障がい福祉計画の実施状況 
(3) 今後のスケジュールについて 

H20.7.10 
岡崎市福祉の村施設

視察 
策定委員が岡崎市福祉の村施設視察により現状を把握 

H20.7.23 

～ 

H20.7.31 

アンケート調査実施 障がい者施策に関するニーズ等を把握するため実施 

H20.7.28 

～ 

Ｈ20.8.8 

事業所等及び障がい

者団体等ヒアリング 
障がい者施策に関するニーズ等を把握するため実施 

H20.8.28 第２回策定委員会 

(1) ５月からの経緯 
(2) アンケート中間報告・ヒヤリング結果報告 
(3) 計画への課題検討 
(4) 素案作成への意見 

H20.9.25 

～ 

H20.9.26 

庁内各課ヒアリング 
現計画の検証と新規計画の調査のため実施 

（関係課等 11 カ所） 

H20.10.30 第３回策定委員会 

(1) 素案「基本理念・基本目標」について 
(2) 素案「重点的な取り組み」について 
(3) 素案「施策の体系」について 
(4) 障がい福祉計画の数値について 

H20.11.20 第４回策定委員会 

(1) 第３次岡崎市障がい者基本計画素案「施策体系」に
ついて 

(2) 第２期岡崎市障がい福祉計画素案について 

H20.12.18 第５回策定委員会 

(1) 第３次岡崎市障がい者基本計画素案「修正点」につ
いて 

(2) 第２期岡崎市障がい福祉計画素案について 
H20.12.22 

～ 

H21.1.22 

パブリックコメント 
(1) 意見提出人数 15 人 
(2) 意見提出件数 65 件 

H21.1.29 第６回策定委員会 

(1) 前回会議からの修正点について 
(2) パブリックコメント結果について 
(3) 数値目標について 

H21.2.19 第７回策定委員会 
(1) 第３次岡崎市障がい者基本計画最終案について 
(2) 第２期岡崎市障がい福祉計画最終案について 
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２ 委員名簿 
 

岡崎市障がい者基本計画改定及び岡崎市障がい福祉計画策定委員会委員名簿 

役 職 氏  名 備  考 

委員長 
木全

キマタ

 和巳

カズミ

 
日本福祉大学 教授 

委員 
山岡

ヤマオカ

 亨

トオル

 

愛知県立心身障害児療育センター第二青い鳥学園 

指導課長 

委員 
加賀

カガ

 時男

トキオ

 
岡崎市障がい者福祉団体連合会 会長 

委員 
金山

カナヤマ

 春子

ハルコ

 
岡崎市手をつなぐ育成会 会長 

委員 
中村

ナカムラ

 克美

カツミ

 
岡崎地域精神障害者家族会 会長 

委員 
竹中

タケナカ

 秀彦

ヒデヒコ

 
京ヶ峰岡田病院 ＰＳＷ部 部長 

委員 
大浜

オオハマ

 寿

トシ

博

ヒロ

 
岡崎市医師会 副会長 

委員 
丸山

マルヤマ

 健

タケシ

 
岡崎歯科医師会 理事 

委員 
広瀨

ヒロセ

 貴雄

タカオ

 
愛知県西三河福祉相談センター センター長 

委員 
織田

オダ

 喜久雄

キクオ

 
岡崎市社会福祉協議会 事務局長 

委員 
神谷

カミヤ

 行

ユキ

夫

オ

 
岡崎公共職業安定所 所長 

委員 
三浦

ミウラ

 博幸

ヒロユキ

 
社会福祉法人愛恵協会 理事 

委員 
鈴木

スズキ

 孝光

タカミツ

 
岡崎自立生活センターぴあはうす 理事長 

委員 
板倉

イタクラ

 敬三

ケイゾウ

 
専門委員 

委員 
住田

スミダ

 ひろ子

コ

 
専門委員 

委員 
羽田

ハタ

野

ノ

 裕子

ヒロコ

 
専門委員 

任期：平成20年５月22日～平成21年３月31日 

 

 

 



 

 70 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３次 

岡崎市障がい者基本計画 
 

 

 

発行年月：平成21年３月  

発行：岡崎市障害福祉課  

〒444-8601愛知県岡崎市十王町2丁目9番地 

TEL：0564-23-6155 FAX：0564-25-7650 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


